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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第42期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） － 10,019,222 11,235,639 － 20,824,173 

経常損益（千円） － 232,997 384,108 － 379,537 

中間（当期）純損益（千円） － 261,224 291,951 － 61,136 

純資産額（千円） － 1,554,483 1,646,346 － 1,354,395 

総資産額（千円） － 12,230,083 11,818,470 － 11,941,630 

１株当たり純資産額（円） － △20.48 △16.26 － △29.68 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
－ 12.00 13.42 － 2.81 

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） － 12.7 13.9 － 11.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
－ 109,506 267,702 － 471,295 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
－ △8,975 △58,603 － △103,812 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
－ 238,112 △203,222 － 83,371 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
－ 772,153 1,501,526 － 884,363 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)(人) 

－ 

(－) 

248 

 (－) 

268 

(－) 

－ 

(－) 

269 

(－) 



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、第41期については、１株当たり中間（当期）純損失

であるため記載しておりません。第42期、第43期中間会計期間については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

３．第42期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、

投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高は記載しておりません。 

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 8,092,528 10,019,222 11,235,639 16,534,413 20,824,173 

経常損益（千円） △362,795 230,853 384,073 △255,400 371,511 

中間(当期)純損益（千円） △2,581,731 259,115 291,951 △3,010,649 40,469 

資本金（千円） 5,723,419 5,973,418 1,000,000 5,973,418 5,973,418 

発行済株式総数（株） 

（内、普通株式） 

（内、種類株式Ａ） 

（内、種類株式Ｂ） 

22,252,700 

(16,155,600) 

(5,597,100) 

(500,000) 

22,419,366 

(16,155,600) 

(5,597,100) 

(666,666) 

22,419,366 

(16,155,600) 

(5,597,100) 

(666,666) 

22,419,366 

(16,155,600) 

(5,597,100) 

(666,666) 

22,419,366 

(16,155,600) 

(5,597,100) 

(666,666) 

純資産額（千円） 1,242,846 1,573,041 1,646,346 1,313,925 1,354,395 

総資産額（千円） 12,673,572 12,004,171 11,926,336 11,837,699 11,997,479 

１株当たり純資産額（円） △11.82 △19.62 △16.26 △31.54 △29.68 

１株当たり中間（当期）純損

益金額（円） 
△223.05 11.91 13.42 △180.82 1.86 

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 9.8 13.1 13.8 11.1 11.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△1,450,731 － － △1,800,666 － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
923,425 － － 1,158,222 － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
1,191,302 － － 744,319 － 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
995,629 － － 433,508 － 

従業員数 

(外、平均臨時雇用人員)(人) 

232 

(－) 

248 

(－) 

268 

(－) 

256 

(－) 

269 

(－) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 なお、その他の関係会社であります三洋電機クレジット株式会社が、平成19年９月15日をもって東京証券取引所及

び大阪証券取引所を上場廃止となっております。  

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．従業員は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）を記載しております。 

２．管理部門は特定の部門に区分できない従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数（当社から外部への出向者を除き、当社への出向者を含む。）であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

  労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業部門別の名称 従業員数（人） 

 中古自動車販売部門 218   

 オートオークション部門 23   

 管理部門 27   

合計 268   

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 268 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は欧米や中国向けの輸出がけん引役となり、設備投資も順調に推移するなど

実体経済においては安定的な拡大歩調をたどりました。大手証券会社の調査（平成19年９月時点）によると上場企業の

業績予想は３ヶ月前に比べて上方修正され、多くの企業で業績拡大に弾みがついている状況が浮き彫りになりました。

しかし、海外株式市場の急落や米国のサブプライムローン問題に端を発する金融市場の混乱が円高を招き、日本の金融

政策へも影響を及ぼすため、波乱要因として無視しえなくなっております。 

 さて自動車業界に目を転じますと、国内の新車販売は普通乗用車の低迷が長らく続いておりましたが、メーカー各社

が６月に続々と新車を投入した効果が表れはじめ、７月には底打ちの兆しをみせました。しかし、７月16日に起きた中

越沖地震により部品供給でボトルネック現象が生じたこともあり、新車販売はなお前年を上回ることなく推移しており

ます。 

 当社グループの属する中古車業界におきましても、新車販売の低迷に加え中古自動車の輸出が急増したことから、国

内の中古自動車登録台数も４～９月に前年同期比7.5％減となりました。 

 このような中、当社グループの業績は中古自動車販売が前期にオープンした彦根営業所やリニューアルしたびわ湖大

橋営業所がフル寄与したことなどから好調に推移し、保険事業も新規契約の増加などから順調だったため、売上高が

11,235百万円(前年同期比1,216百万円増、12.1％増)、営業利益が483百万円(前年同期比150百万円増、45.2％増)とな

り、大幅な増収増益となりました。経常利益も384百万円(前年同期比151百万円増、64.9％増)となり、期初の予想を達

成することができました。特別損失において88百万円を計上いたしました。結果、中間純利益は291百万円となり、前

年同期を上回りました。 

 なお、個別の業績は売上高11,235百万円（前年同期比12.1％増）、営業利益502百万円（前年同期比42.9％増）、経

常利益384百万円（前年同期比66.4％増）、中間純利益291百万円（前年同期比12.7％増）となりました。 

  

以下に部門別の概況をご報告申し上げます。  

ア．中古自動車販売部門 

 当中間連結会計期間はサービス修理工場併設型店舗の出店こそありませんでしたが、直営の車買取専門店として

伊丹北営業所を開設したほか、主な営業所に中古自動車の買取担当者を配置するなど、良質な中古自動車の確保に

努めました。また、各営業所において中古自動車販売や車検・オイル交換サービスのイベントを開催するなど、お

客様のさらなる満足度向上を図りました。さらに在庫車両の管理システムの構築・運用を強化したことから長期滞

留車両の収支が大幅に改善されました。 

 当連結会計年度上半期の販売台数は前年同期の4,691台から5,347台（前年同期比14.0％増）となりました。ま

た、彦根営業所とびわ湖大橋営業所の整備工場が車検の指定工場として認可を受けたことにより車検実績も増加

し、保険事業も新規契約数の増加などにより、売上高は10,608百万円（前年同期比13.8％増）を計上いたしまし

た。また販売管理費の抑制に努め、営業利益は688百万円（前年同期比30.2％増）となりました。       

   

イ．オートオークション部門 

 オートオークション事業は、業界最大手のＵＳＳグループとの提携などにより、出品台数が45,073台（前年同期

比9.5％増)と前年同期を上回りました。成約率は51.7％と前年同期に比べて2.2ポイント低下いたしました。フラ

ンチャイズ事業はＦＣ加盟店の拡充を図るべく事業構造の見直しをしております。なお、出品台数及び成約率は、

社内取引を含めたものとしております。 

 オートオークション事業については売上高が627百万円（前年同期比10.3％減）にとどまりましたが、販売管理

費のコスト減少などにより、営業利益は94百万円（前年同期比74.2％増）となりました。 

  

(2) 財政状態に関する分析 

 （資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析） 

  

 ①資産、負債及び純資産の状況 

 当中間連結会計期間末の総資産は11,818百万円となり、前連結会計年度末に比べ123百万円減少いたしました。

流動資産は4,583百万円となり、同じく93百万円減少いたしました。活発な営業活動にともなって現金及び預金が

99百万円減少し、現金及び預金（責任財産限定対象）が104百万円増加したほか、たな卸資産（責任財産限定対

象）も64百万円増加いたしました。固定資産は7,235百万円となり、同じく29百万円減少いたしました。うち有形

固定資産は設備投資をほぼ減価償却費の範囲内におさめたため、6,399百万円となりました。無形固定資産は94百

万円となりました。投資その他の資産は740百万円となりましたが、役員保険に関わる担保権が行使されたことに



より、長期貸付金430百万円を計上いたしました。 

 当中間連結会計期間末の負債合計は10,172百万円となり、前連結会計年度末に比べ415百万円減少いたしまし

た。流動負債は3,949百万円となり、同じく206百万円減少いたしました。主な要因は未払金の減少（267百万円）

によるものです。固定負債は6,222百万円となり、208百万円減少いたしました。これは長期借入金の減少（136百

万円）、関係会社長期借入金の減少（25百万円）、その他の減少（46百万円）によるものです。 

 当中間連結会計期間末の純資産の部は1,646百万円となり、前連結会計年度末に比べ291百万円増加いたしまし

た。増加の主な要因は中間純利益（291百万円）の計上によるものです。なお、平成19年７月30日に無償減資（株

式数の減少をともなわない減資）を実施いたしました。これにより資本金は4,973百万円減少して1,000百万円とな

りました。また、資本準備金が2,311百万円減少して０円となり、その他資本剰余金が354百万円増加して354百万

円となりました。 

  

②キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前中間純利益を300百万

円計上した一方、有形固定資産の取得による支出が91百万円、長期借入金の返済による支出が155百万円あったこと等

により、５百万円増加し1,501百万円となりました。 

  

〈営業活動によるキャッシュ・フロー〉 

  当中間連結会計期間において、営業活動による資金の増加は、267百万円（前中間連結会計期間は109百万円の資金

の増加）となりました。 

 これは主に税金等調整前中間純利益を300百万円を計上したことによるものであります。 

  

〈投資活動によるキャッシュ・フロー〉 

 当中間連結会計期間において、投資活動による資金の減少は、58百万円（前中間連結会計期間は８百万円の資金の

減少）となりました。 

 これは有形固定資産の取得による支出が91百万円あったこと等によるものであります。 

  

〈財務活動によるキャッシュ・フロー〉 

 当中間連結会計期間において、財務活動による資金の減少は、203百万円（前中間連結会計期間は238百万円の資金

の増加）となりました。 

 これは長期借入金の返済による支出が155百万円あったこと等によるものであります。 

  

 （注）当中間連結会計期間より現金及び預金勘定については、ハナテン・オート有限責任中間法人の現金及び預金勘

定を合計して表示しております。 

   

  



２【仕入及び販売の状況】 

(1) 商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の事業部門別商品仕入実績は、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 販売実績 

 当中間連結会計期間の商品販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

     ２.当中間連結会計期間より、保険代理店部門は中古自動車販売部門に含めております。 

３【対処すべき課題】 

 今後の経営環境につきましては、一般消費者の方の自動車に対する要求が大きく変わりつつあり、原油価格の上昇

から低燃費志向はもちろんのこと、排ガス抑制を求めるなど地球環境の視点にも配慮が必要になってきております。

 一方で自動車に対する快適性の要求は前にもまして高まってきております。カーナビゲーションシステムの装着率

が段々高まり、様々な電子制御システムが導入され、自動車が単なる移動するためだけの箱ではなくなりつつありま

す。 

 このような状況下で当社は、「お客様へのお役立ち・感動・気づきの行動」をスローガンに掲げ、平成18年４月か

ら開始した３ヵ年営業計画（平成19年３月期～平成21年３月期）を実現すべく、中古自動車関連事業へ経営資源を傾

注してまいります。 

 今後も中古自動車販売を中心に地域密着の中古車店の原点に立って、お客様にとって一番近い存在であるように繰

り返し当社をご利用いただけるよう、とくに中古自動車の販売に限らず車検や損害保険も含めたアフターケアに加え

て保証制度等周辺業務についてもさらなる拡充を図り、お客様が安全快適に中古自動車をご利用いただける体制をな

お一層強化いたします。また、各拠点に中古自動車の買取担当者を配置するなど買取機能を重点的に強化することに

より、良質な中古自動車をより多く確保し、品揃えを強化するとともに全社的に店舗の美化に努め、お客様から見て

地域一番店となることを目指します。 

 オートオークション事業は、引き続き他の会場との連携強化や各営業所やＦＣ店舗が一般のお客様から集めた良質

な中古自動車をセリへ回すなど、中古自動車の供給源の確保に努めてまいります。 

 フランチャイズ事業はＦＣ加盟店の増加促進策を図ります。 

 今後、経営環境が厳しくなり、同業者との競争もますます激化が予想される中、常に業界のパイオニアたる自負を

維持すべく、販売の拡充、利益効率の向上に不断の努力を重ねてまいる所存であります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業部門名 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

中古自動車販売部門（千円） 8,608,621 17.8 

オートオークション部門（千円） 86,555 △52.6 

合計（千円） 8,695,177 16.0 

事業部門名 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

中古自動車販売部門（千円） 10,608,200 13.8 

オートオークション部門（千円） 627,439 △10.3 

合計（千円） 11,235,639 12.1 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当社グループは、主な設備投資として平成19年９月に中古自動車買取専門店として伊丹北営業所（兵庫県川西市）

を新設（賃貸）いたしました。また、松原オートオークション会場をリニューアルし、さらに、ＵＳＳ系列のカーク

エストとの業務提携によるインターネットを活用したオークション参加システムへの接続に係る設備投資を行いまし

た。当中間連結会計期間における設備投資総額は91百万円であります。 

  

 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却の計画は以下のとおりであります。 

  （1）重要な設備の新設 

 該当事項はありません。 

 （2）重要な設備の除却 

 該当事項はありません。 

  

 ※前連結会計年度末における設備計画のうち、和歌山営業所にサービス修理工場を併設する計画は地質調査の結

果、計画を中止しました。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 当社定款第６条に次のとおり規定しております。 

     当会社の発行可能株式総数は4,200万株とし、そのうち3,200万株は普通株式、800万株は種類株式Ａ、200万株

は種類株式Ｂとする。ただし、普通株式の消却が行われた場合、種類株式Ａにつき消却もしくは普通株式への転

換が行われた場合または種類株式Ｂにつき消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。 

②【発行済株式】 

 （注１） 種類株式Ａ及び種類株式Ｂは、現物出資(借入金の株式化)によって発行されたものであります。 

 （注２） 種類株式Ａの内容は以下の通りであります。 

     １．議決権 

  種類株式Ａを有する株主（以下「種類株主Ａ」という。）は、法令に別段の定めがある場合を除き、株

主総会における議決権を有しません。なお、種類株式Ａは、議決権のないこと以外は普通株式と異なりま

せん。 

     ２．転換予約権 

          ①種類株主Ａは、普通株式への転換予約権を有します。ただし、平成22年６月１日迄はこれを行使するこ

とができません。 

       ②転換比率は、種類株式Ａ１株につき普通株式１株とし、種類株式Ａの転換により発行すべき当社普通株

式は次のとおりとします。  

        発行すべき株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てます。 

       ③種類株式Ａの発行後、本項⑥のいずれかに該当する場合には、転換比率は次の算式(以下「転換比率調

整式」という。)により修正されるものとします。転換比率調整式の計算については、円位未満小数第

２位まで算出し、小数第２位を切り捨てます。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 

種類株式Ａ 

種類株式Ｂ 

32,000,000 

8,000,000 

2,000,000 

計 42,000,000 

種類 

中間会計期間末現在

発行数   （株） 

(平成19年９月30日) 

提出日現在発行数 

      （株） 

(平成19年12月25日) 

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名 

内容 

普通株式 16,155,600 16,155,600 
大阪証券取引所 

市場第二部 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式 

種類株式Ａ 5,597,100 5,597,100 ― (注１)(注２) 

種類株式Ｂ 666,666 666,666 ― (注１)(注３) 

計 22,419,366 22,419,366 ― ― 

転換により発行すべき 

普通株式数 
＝ 

種類株主Ａが転換請求のために 

提出した種類株式Ａの株式数 
× 転換比率 

転換比率 
＝ 

転換比率の修正日直前に

有効な転換比率 
× 既発行普通株式数 ＋ 新株発行普通株式数  

既発行 

普通株式数 
＋ 

新発行 

普通株式数 
× 

１株あたり 

払込金額 

           時価 



       ④転換比率調整式で使用する転換比率の修正日直前に有効な転換比率は、修正後の転換比率を適用する日

の前日において有効な転換比率とし、また転換比率調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日

がある場合はその日、また株主割当日がない場合は修正後の転換比率を適用する日の１ヶ月前の日にお

ける当社の発行済普通株式数とします。なお、当社が自己株式を保有している場合には、転換比率調整

式において、保有する自己株式数は既発行普通株式数から、それぞれ控除するものとします。 

       ⑤転換比率調整式に使用する時価は、転換比率の修正日直前に有効な転換比率を適用する日に先立つ45取

引日（以下「取引日」というときは終値（気配表示を含む。）のない日を除く。）目に始まる30取引日

の上場証券取引所（ただし、当社の普通株式にかかる株券の上場する証券取引所が複数の場合は、当該

期間における当社普通株式の出来高、値付率等を考慮して最も適切と判断される主たる証券取引所をい

う。）における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値とし、その計算

は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てます。  

       ⑥転換比率調整式により種類株式Ａの転換比率の調整を行う場合およびその後の転換比率の適用時期につ

いては、次に定めるところによります。  

        (ア)上記⑤に定める時価を下回る発行価額または処分価額をもって新株式を発行しまたは自己株式を処

分する場合（ただし、平成17年９月15日発行の株式会社ビッグモーターに対する当社普通株式の割

当の場合を除く。）。 

調整後の転換比率は、払込期日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある場合はその日の

翌日以降これを適用します。  

        (イ)株式の分割により普通株式を発行する場合。 

調整後の転換比率は、株式の分割のための割当期日の翌日以降これを適用します。ただし、株主総

会における決議を条件として株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、

当該株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための割当期日とする場合には、調整後の転換比

率は、当該決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用します。 

        (ウ)転換または権利行使により発行される普通株式１株あたりの発行価額が上記⑤に定める時価を下回

る価額をもって当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社の普通株式の

交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合（ただし、平成17年９月15

日発行の株式会社ビッグモーターに対する第１回乃至第３回新株予約権の割当の場合を除く。）。

調整後の転換比率は、発行される証券または新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の

転換価額で転換されまたは当初の行使価額で行使されたものとみなして転換比率調整式を準用して

算出するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを

適用します。ただし、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを

適用します。 

        (エ)当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社の普通株式の交付を請求でき

る新株予約権もしくは新株予約権付社債であって、転換価額または行使価額が発行日に決定されて

おらず発行日以降の一定の日（以下「価額決定日」という。）の時価を基準として決定されるもの

を発行した場合において、決定された転換価額または権利行使により発行される普通株式１株あた

りの発行価額が上記⑤に定める時価を下回る場合。 

調整後の転換比率は、当該価額決定日の時点で残存する証券または新株予約権もしくは新株予約権

付社債の全てが転換されまたは行使されたものとみなして転換比率調整式を準用して算出するもの

とし、当該価額決定日の翌日以降これを適用します。 

       ⑦当社は、上記⑥に定める転換比率の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会の

決議により客観的に合理的な転換比率の調整を行うものとします。 

        (ア)株式の併合、資本の減少、会社分割、または合併等のために転換比率の調整を必要とするとき。 

        (イ)その他当社普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により転換比率の調整を必要

とするとき。 

        (ウ)転換比率を調整すべき事項が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換比率の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

       ⑧転換比率の調整を行うときは、当社は調整後の転換比率が適用される日の前日までに、必要な事項を株

主名簿に記載または記録された種類株主Ａまたは種類株式Ａの登録質権者に通知します。ただし、当該

調整後転換比率適用日の前日までに通知を行うことができない場合には、以後速やかに通知するものと

します。 



     ３．配当金等 

 利益配当（中間配当を含む。）および残余財産の分配については普通株式と同様であります。ただし、普

通株式に関して株式の分割、株式の併合または株主に新株引受権を付与することにより行われる新株の発行

のうち時価を下回る発行価額による新株の発行が行われた場合は、転換比率調整式により修正された転換比

率を乗じた倍率を使用して換算を行うものとします。                         

     ４．新株発行時の利益配当の方法 

 種類株式Ａの転換により発行される当社普通株式に対する最初の配当金または中間配当金については、転

換の請求が毎年４月１日から９月30日までになされたときは当該年の４月１日に、毎年10月１日から翌年３

月31日までになされたときは当該年の10月１日に、それぞれ当該株式の発行があったものとみなしてこれを

支払います。 

     ５．株式の分割等 

 種類株式Ａについては、株式の分割および株式の併合は行いません。また、種類株主Ａには、新株引受権

または新株予約権もしくは新株予約権付社債の引受権を付与しません。 

     ６．消却 

 当社は、平成18年４月１日以降、種類株主Ａに対して、毎期、配当可能利益を上限として、種類株式Ａを

発行価額で買い入れ、これを当該買入価額により消却することができます。 

 （注３） 種類株式Ｂの内容は次のとおりであります。 

     １．議決権 

 種類株式Ｂを有する株主（以下「種類株主Ｂ」という。）は、法令に別段の定めのある場合を除き、当社

の株主総会における議決権を有しません。 

     ２．利益配当金 

 当社は、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された種類株主Ｂ及び種類株式Ｂの登録質権者

(以下「種類登録質権者Ｂ」という。)に対し、普通株式を保有する株主(以下「普通株主」という。)及び普

通株式の登録質権者(以下「普通登録質権者」という。)並びに種類株主Ａ及び種類株式Ａの登録質権者(以

下「種類登録質権者Ａ」という。)に優先して配当します。 

      ①優先利益配当金 

 種類株式Ｂの１株当たりの利益配当金の額(以下「優先配当基準金額」という。)は、以下の算式に従い

計算される金額とします。但し、優先配当基準金額の上限は種類株式Ｂの１株当たり発行価額の１％とし

ます。初年度における優先配当基準金額は、配当起算日から営業年度の最終日までの日数(初日及び最終

日を含む。)で日割計算した額とします。優先配当基準金額は、円位未満小数第２位まで算出し、その小

数第２位を切り捨てます。 

  優先配当基準金額 ＝ 3,000円 ×(６ヶ月物円TIBOR＋0.5％) 

        「６ヶ月物円TIBOR」とは、毎年３月31日(当日が銀行休業日の場合は前営業日)における全国銀行協会

が発表する６ヶ月物の東京日本円銀行間金利申込率(トーキョー・インター・バンク・オファード・レー

ト)の数値をいいます。 

 ６ヶ月物円TIBORに用いる数値は、％未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てます。 

      ②中間配当金 

 当社は、種類株主Ｂまたは種類登録質権者Ｂに対し、中間配当を行いません。 

      ③非累積条項 

 ある営業年度において種類株主Ｂまたは種類登録質権者Ｂに対して支払う利益配当金の額が優先配当基

準金額に達しない場合においても、その差額は翌営業年度に累積しません。 

      ④非参加条項 

 種類株主Ｂまたは種類登録質権者Ｂに対しては、優先配当基準金額を超える配当は行いません。 

     ３．残余財産の分配 

 当社は、残余財産の分配を行う場合、種類株主Ｂまたは種類登録質権者Ｂに対し、普通株主または普通登

録質権者及び種類株主Ａまたは種類登録質権者Ａに先立ち、種類株式Ｂ１株につきその発行価額と同額を支

払います。 

     ４．株式の分割等 

 種類株式Ｂについては、株式の分割及び併合は行いません。また、種類株主Ｂには、新株引受権または新

株予約権もしくは新株予約権付社債の引受権を付与しません。 

     ５．種類株主Ｂによる償還請求権 

 平成27年６月１日以降、種類株主Ｂは、当社に対して、毎期、前期の税引後当期純利益の50％を上限とし

て、種類株式Ｂを発行価額で買い取ることを請求することができます。 



     ６．消却 

 平成18年４月１日以降、当社は、種類株主Ｂに対して、毎期、配当可能利益を上限として、種類株式Ｂを

発行価額で買い入れ、これを当該買入価額にて消却することができます。 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 平成17年８月30日臨時株主総会決議 

  第１回新株予約権 

 （注１）行使価額の調整がなされた場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整されます。ただ

し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てます。 

 株式数 ＝ 払込金額 ÷ 行使価額 

 （注２）払込金額は、本新株予約権１個につき18,000円とします。 

新株予約権１個の行使に際して発行または移転する株式１株あたりの払込金額（以下「行使価額」という。）

は、当初180円とします。 

     ①行使価額は、新株予約権の発行日以降、下記②に掲げる各事由により次の算式（以下「行使価額調整式」と

いう。）により調整されます。 

なお、次の算式において「既発行株式数」には、当社が自己株式として保有する当社普通株式の数は含まな

いものとし、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行しまたは自己株式を処分する場合（ただし、平成

17年９月15日発行の株式会社ビッグモーターに対する当社普通株式の割当の場合および平成17年９月15日発

行の三洋電機クレジット株式会社に対する種類株式Ａの割当の場合を除く。）には、「新規発行または処分

株式数」には当該発行または処分される株式数を含むものとします。 

ただし、円位未満小数第２位まで算出し小数第２位を切り捨てます。 

     ②行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合およびその後の行使価額の適用時期につい

ては、次に定めるところによります。 

      (ア)下記⑤（ア）に定める時価を下回る発行価額または処分価額をもって新株式を発行しまたは自己株式を

処分する場合（ただし、平成17年９月15日発行の株式会社ビッグモーターに対する当社普通株式の割当

の場合を除く。）。 

調整後の行使価額は、払込期日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日

以降これを適用します。 

 
中間会計期間末現在 

（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 16,666 同左  

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左  

新株予約権の目的となる株式の数（株）   （注１） 1,666,600 同左  

新株予約権の行使時の払込金額（円）    （注２） 18,000 同左  

新株予約権の行使期間 
自 平成17年９月15日 

至 平成27年８月30日 
同左  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

180 

90 
同左  

新株予約権の行使の条件 
新株予約権の一部行使は認め

られません。  
同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡する場合は、当社の取締

役会の承認を要するものとし

ます。  

同左  

代用払込に関する事項  －   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

       
既発行株式数 ＋ 

新規発行また

は処分株式数
× 

１株あたり払込金

額または処分価額  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行または処分株式数 



      (イ)株式の分割により普通株式を発行する場合。 

調整後の行使価額は、株式の分割のための割当期日の翌日以降これを適用します。ただし、株主総会に

おける決議を条件として株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該株主

総会の終結の日以前の日を株式の分割のための割当期日とする場合には、調整後の行使価額は、当該決

議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用します。 

なお、上記ただし書において、株式の分割のための割当期日の翌日から当該株主総会の終結の日までに

払込をなした者に対しては、次の算出方法により、当社の普通株式を新たに発行します。 

        この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行いません。 

      (ウ)転換または権利行使により発行される普通株式１株あたりの発行価額が下記⑤（ア）に定める時価を下

回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社の普通株式の交

付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合（ただし、第２回及び第３回新株

予約権の発行の場合並びに平成17年９月15日発行の三洋電機クレジット株式会社に対する種類株式Ａの

割当の場合を除く。）。 

調整後の行使価額は、発行される証券または新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の転換

価額で転換されまたは当初の行使価額で行使されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出する

ものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適用します。

ただし、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用します。 

      (エ)当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社の普通株式の交付を請求できる新

株予約権もしくは新株予約権付社債であって、転換価額または行使価額が発行日に決定されておらず発

行日以降の一定の日（以下「価額決定日」という。）の時価を基準として決定されるものを発行した場

合において、決定された転換価額または権利行使により発行される普通株式１株あたりの発行価額が下

記⑤（ア）に定める時価を下回る場合。 

調整後の行使価額は、当該価額決定日の時点で残存する証券または新株予約権もしくは新株予約権付社

債の全てが転換されまたは行使されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当

該価額決定日の翌日以降これを適用します。 

     ③当社は、上記②に定める行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会の決

議により客観的に合理的な行使価額の調整を行うものとします。 

      (ア)株式の併合、資本の減少、会社分割、または合併等のために行使価額の調整を必要とするとき。 

      (イ)その他当社普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とす

るとき。 

      (ウ)行使価額を調整すべき事項が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

     ④行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる限

りは、行使価額の調整は行いません。ただし、この差額相当額は、その後行使価額の調整を必要とする事

由が発生した場合に算出される調整後の行使価額にそのつど算入します。 

     ⑤（ア）行使価額調整式に使用する時価は、調整後行使価額を適用する日に先立つ45取引日（以下「取引

日」というときは終値（気配表示を含む。）のない日を除く。）目に始まる30取引日の上場証券取

引所（ただし、当社の普通株式にかかる株券の上場する証券取引所が複数の場合は、当該期間にお

ける当社普通株式の出来高、値付率等を考慮して最も適切と判断される主たる証券取引所をい

う。）における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値とし、その

計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てます。 

      （イ）行使価額調整式に使用する調整前行使価額は、調整後行使価額を適用する前日において有効な行使

価額とし、また、行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、ま

たは株主割当日がない場合は調整後行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普

通株式数から、当該日における当社の保有する当社普通株式数を控除した数とします。 

     ⑥行使価額の調整を行うときは、当社は調整後の行使価額が適用される日の前日までに、必要な事項を新株

予約権原簿に記載された各新株予約権者に通知します。ただし、当該調整後行使価額適用日の前日までに

通知を行うことができない場合には、以後速やかに通知するものとします。 

株式数 ＝ 
(調整前行使価額－調整後行使価額)  ×

調整前行使価額をもって払込により 

当該期間内に発行された株式数 

調整後行使価額 



  第２回新株予約権 

 （注１）行使価額の調整がなされた場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整されます。ただ

し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てます。 

 株式数 ＝ 払込金額 ÷ 行使価額 

 （注２）払込金額は、本新株予約権１個につき18,000円とします。 

新株予約権１個の行使に際して発行または移転する株式１株あたりの払込金額（以下「行使価額」という。）

は、当初180円とします。 

    ①行使価額は、新株予約権の発行日以降、下記②に掲げる各事由により次の算式（以下「行使価額調整式」と

いう。）により調整されます。 

なお、次の算式において「既発行株式数」には、当社が自己株式として保有する当社普通株式の数は含まな

いものとし、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行しまたは自己株式を処分する場合（ただし、平成

17年９月15日発行の株式会社ビッグモーターに対する当社普通株式の割当の場合および平成17年９月15日発

行の三洋電機クレジット株式会社に対する種類株式Ａの割当の場合を除く。）には、「新規発行または処分

株式数」には当該発行または処分される株式数を含むものとします。 

ただし、円位未満小数第２位まで算出し小数第２位を切り捨てます。 

    ②行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合およびその後の行使価額の適用時期につい

ては、次に定めるところによります。 

      (ア)下記⑤（ア）に定める時価を下回る発行価額または処分価額をもって新株式を発行しまたは自己株式を

処分する場合（ただし、平成17年９月15日発行の株式会社ビッグモーターに対する当社普通株式の割当

の場合を除く。）。 

調整後の行使価額は、払込期日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日

以降これを適用します。 

 
中間会計期間末現在 

（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 33,333 同左  

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左  

新株予約権の目的となる株式の数（株）   （注１） 3,333,300 同左  

新株予約権の行使時の払込金額（円）    （注２） 18,000 同左  

新株予約権の行使期間 
自 平成18年８月31日 

至 平成27年８月30日 
同左  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

180 

90 
同左  

新株予約権の行使の条件 
新株予約権の一部行使は認め

られません。  
同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡する場合は、当社の取締

役会の承認を要するものとし

ます。  

同左  

代用払込に関する事項  －   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

       
既発行株式数 ＋ 

新規発行また

は処分株式数
× 

１株あたり払込金

額または処分価額  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行または処分株式数 



      (イ)株式の分割により普通株式を発行する場合。 

調整後の行使価額は、株式の分割のための割当期日の翌日以降これを適用します。ただし、株主総会に

おける決議を条件として株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該株主

総会の終結の日以前の日を株式の分割のための割当期日とする場合には、調整後の行使価額は、当該決

議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用します。 

なお、上記ただし書において、株式の分割のための割当期日の翌日から当該株主総会の終結の日までに

払込をなした者に対しては、次の算出方法により、当社の普通株式を新たに発行します。 

        この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行いません。 

      (ウ)転換または権利行使により発行される普通株式１株あたりの発行価額が下記⑤（ア）に定める時価を下

回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社の普通株式の交

付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合（ただし、第１回及び第３回新株

予約権の発行の場合並びに平成17年９月15日発行の三洋電機クレジット株式会社に対する種類株式Ａの

割当の場合を除く。）。 

調整後の行使価額は、発行される証券または新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の転換

価額で転換されまたは当初の行使価額で行使されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出する

ものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適用します。

ただし、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用します。 

      (エ)当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社の普通株式の交付を請求できる新

株予約権もしくは新株予約権付社債であって、転換価額または行使価額が発行日に決定されておらず発

行日以降の一定の日（以下「価額決定日」という。）の時価を基準として決定されるものを発行した場

合において、決定された転換価額または権利行使により発行される普通株式１株あたりの発行価額が下

記⑤（ア）に定める時価を下回る場合。 

調整後の行使価額は、当該価額決定日の時点で残存する証券または新株予約権もしくは新株予約権付社

債の全てが転換されまたは行使されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当

該価額決定日の翌日以降これを適用します。 

     ③当社は、上記②に定める行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会の決

議により客観的に合理的な行使価額の調整を行うものとします。 

      (ア)株式の併合、資本の減少、会社分割、または合併等のために行使価額の調整を必要とするとき。 

      (イ)その他当社普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とす

るとき。 

      (ウ)行使価額を調整すべき事項が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

     ④行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる限

りは、行使価額の調整は行いません。ただし、この差額相当額は、その後行使価額の調整を必要とする事

由が発生した場合に算出される調整後の行使価額にそのつど算入します。 

     ⑤（ア）行使価額調整式に使用する時価は、調整後行使価額を適用する日に先立つ45取引日（以下「取引

日」というときは終値（気配表示を含む。）のない日を除く。）目に始まる30取引日の上場証券取

引所（ただし、当社の普通株式にかかる株券の上場する証券取引所が複数の場合は、当該期間にお

ける当社普通株式の出来高、値付率等を考慮して最も適切と判断される主たる証券取引所をい

う。）における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値とし、その

計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てます。 

      （イ）行使価額調整式に使用する調整前行使価額は、調整後行使価額を適用する前日において有効な行使

価額とし、また、行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、ま

たは株主割当日がない場合は調整後行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普

通株式数から、当該日における当社の保有する当社普通株式数を控除した数とします。 

     ⑥行使価額の調整を行うときは、当社は調整後の行使価額が適用される日の前日までに、必要な事項を新株

予約権原簿に記載された各新株予約権者に通知します。ただし、当該調整後行使価額適用日の前日までに

通知を行うことができない場合には、以後速やかに通知するものとします。 

株式数 ＝ 
(調整前行使価額－調整後行使価額)  ×

調整前行使価額をもって払込により 

当該期間内に発行された株式数 

調整後行使価額 



  第３回新株予約権 

 （注１）行使価額の調整がなされた場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整されます。ただ

し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てます。 

 株式数 ＝ 払込金額 ÷ 行使価額 

 （注２）払込金額は、本新株予約権１個につき18,000円とします。 

新株予約権１個の行使に際して発行または移転する株式１株あたりの払込金額（以下「行使価額」という。）

は、当初180円とします。 

    ①行使価額は、新株予約権の発行日以降、下記②に掲げる各事由により次の算式（以下「行使価額調整式」と

いう。）により調整されます。 

なお、次の算式において「既発行株式数」には、当社が自己株式として保有する当社普通株式の数は含まな

いものとし、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行しまたは自己株式を処分する場合（ただし、平成

17年９月15日発行の株式会社ビッグモーターに対する当社普通株式の割当の場合および平成17年９月15日発

行の三洋電機クレジット株式会社に対する種類株式Ａの割当の場合を除く。）には、「新規発行または処分

株式数」には当該発行または処分される株式数を含むものとします。 

ただし、円位未満小数第２位まで算出し小数第２位を切り捨てます。 

②行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合およびその後の行使価額の適用時期につい

ては、次に定めるところによります。 

      (ア)下記⑤（ア）に定める時価を下回る発行価額または処分価額をもって新株式を発行しまたは自己株式を

処分する場合（ただし、平成17年９月15日発行の株式会社ビッグモーターに対する当社普通株式の割当

の場合を除く。）。 

調整後の行使価額は、払込期日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日

以降これを適用します。 

 
中間会計期間末現在 

（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 33,333 同左  

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左  

新株予約権の目的となる株式の数（株）   （注１） 3,333,300 同左  

新株予約権の行使時の払込金額（円）    （注２） 18,000 同左  

新株予約権の行使期間 
自 平成19年８月31日 

至 平成27年８月30日 
同左  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

180 

90 
同左  

新株予約権の行使の条件 
新株予約権の一部行使は認め

られません。  
同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡する場合は、当社の取締

役会の承認を要するものとし

ます。  

同左  

代用払込に関する事項  －   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － － 

       
既発行株式数 ＋ 

新規発行また

は処分株式数
× 

１株あたり払込金

額または処分価額  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行または処分株式数 



      (イ)株式の分割により普通株式を発行する場合。 

調整後の行使価額は、株式の分割のための割当期日の翌日以降これを適用します。ただし、株主総会に

おける決議を条件として株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該株主

総会の終結の日以前の日を株式の分割のための割当期日とする場合には、調整後の行使価額は、当該決

議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用します。 

なお、上記ただし書において、株式の分割のための割当期日の翌日から当該株主総会の終結の日までに

払込をなした者に対しては、次の算出方法により、当社の普通株式を新たに発行します。 

        この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行いません。 

      (ウ)転換または権利行使により発行される普通株式１株あたりの発行価額が下記⑤（ア）に定める時価を下

回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社の普通株式の交

付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合（ただし、第１回及び第２回新株

予約権の発行の場合並びに平成17年９月15日発行の三洋電機クレジット株式会社に対する種類株式Ａの

割当の場合を除く。）。 

調整後の行使価額は、発行される証券または新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の転換

価額で転換されまたは当初の行使価額で行使されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出する

ものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適用します。

ただし、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用します。 

      (エ)当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社の普通株式の交付を請求できる新

株予約権もしくは新株予約権付社債であって、転換価額または行使価額が発行日に決定されておらず発

行日以降の一定の日（以下「価額決定日」という。）の時価を基準として決定されるものを発行した場

合において、決定された転換価額または権利行使により発行される普通株式１株あたりの発行価額が下

記⑤（ア）に定める時価を下回る場合。 

調整後の行使価額は、当該価額決定日の時点で残存する証券または新株予約権もしくは新株予約権付社

債の全てが転換されまたは行使されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当

該価額決定日の翌日以降これを適用します。 

③当社は、上記②に定める行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会の決

議により客観的に合理的な行使価額の調整を行うものとします。 

      (ア)株式の併合、資本の減少、会社分割、または合併等のために行使価額の調整を必要とするとき。 

      (イ)その他当社普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とす

るとき。 

      (ウ)行使価額を調整すべき事項が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

     ④行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる限

りは、行使価額の調整は行いません。ただし、この差額相当額は、その後行使価額の調整を必要とする事

由が発生した場合に算出される調整後の行使価額にそのつど算入します。 

     ⑤（ア）行使価額調整式に使用する時価は、調整後行使価額を適用する日に先立つ45取引日（以下「取引

日」というときは終値（気配表示を含む。）のない日を除く。）目に始まる30取引日の上場証券取

引所（ただし、当社の普通株式にかかる株券の上場する証券取引所が複数の場合は、当該期間にお

ける当社普通株式の出来高、値付率等を考慮して最も適切と判断される主たる証券取引所をい

う。）における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値とし、その

計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てます。 

      （イ）行使価額調整式に使用する調整前行使価額は、調整後行使価額を適用する前日において有効な行使

価額とし、また、行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、ま

たは株主割当日がない場合は調整後行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普

通株式数から、当該日における当社の保有する当社普通株式数を控除した数とします。 

     ⑥行使価額の調整を行うときは、当社は調整後の行使価額が適用される日の前日までに、必要な事項を新株

予約権原簿に記載された各新株予約権者に通知します。ただし、当該調整後行使価額適用日の前日までに

通知を行うことができない場合には、以後速やかに通知するものとします。 

株式数 ＝ 
(調整前行使価額－調整後行使価額)  ×

調整前行使価額をもって払込により 

当該期間内に発行された株式数 

調整後行使価額 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注）１．資本金及び資本準備金の減少は、欠損のてん補によるものであります。 

２．会社法第447条第１項及び448条第１項の規定に基づき、資本金・資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ

354,934千円を振替えたものであります。なお、当該無償減資においては株式数が減少しておりません。 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年７月30日 

 (注)１．２ 
－ 22,419,366 △4,973,418 1,000,000 △2,311,457 － 



(5）【大株主の状況】 

  

 ①普通株式 平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ビッグモーター 山口県岩国市川西３－７－12 5,555 34.4 

三洋電機クレジット株式会社 大阪市中央区城見１－２－27 4,036 25.0 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２－27－２ 337 2.1 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１－26－１ 330 2.0 

ハナテン取引先持株会 大阪市城東区諏訪３－３－21 283 1.8 

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２－４－６ 267 1.7 

セコム損害保険株式会社 東京都千代田区平河町２－６－２ 235 1.5 

平口 和男 大阪市旭区 116 0.7 

佐藤 弘子 新潟県燕市 100 0.6 

巽 一久 兵庫県芦屋市 94 0.6 

計 － 11,356 70.3 

 ②種類株式Ａ 平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三洋電機クレジット株式会社 大阪市中央区城見１－２－27 5,597 100.0 

計 － 5,597 100.0 

 ③種類株式Ｂ 平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三洋電機クレジット株式会社 大阪市中央区城見１－２－27 666 100.0 

計 － 666 100.0 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,500株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数35個が含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注）「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」については、普通株式に係る発行済株式数を分母として計算して

います。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 
種類株式Ａ  5,597,100 

種類株式Ｂ    666,600 

－ 

－ 

「1（1）②発行済株式」

の「内容」の記載を参照

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
(自己保有株式) 

普通株式         200 
－ 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式   16,154,300 161,543 － 

単元未満株式 
普通株式       1,100 

 種類株式Ｂ         66 

－ 

－ 

－ 

－ 

発行済株式総数 22,419,366 － － 

総株主の議決権 － 161,543 － 

                                                              平成19年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数の 

割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社ハナテン 

大阪市城東区諏訪

３丁目３番21号 
200 － 200 0.0 

計  － 200 － 200 0.0 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 149 185 224 209 196 178 

最低（円） 144 140 149 181 157 160 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いては、みすず監査法人により中間監査を受け、また金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連

結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表については大阪監査法人（平成19年７月1日をもって有恒監査法人

と合併し、ナニワ監査法人から名称変更）により中間監査を受けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

前中間連結会計期間及び前中間会計期間    みすず監査法人 

当中間連結会計期間及び当中間会計期間    大阪監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１.現金及び預金     772,153     785,328     884,363  

２.現金及び預金 
 （責任財産限定対象） 

 ※１   833,778     716,198     611,286  

３.受取手形及び売掛金     159,892     129,963     160,208  

４.たな卸資産     223,365     173,090     259,648  

５.たな卸資産 
 （責任財産限定対象） 

 ※１   1,951,092     2,164,489     2,099,940  

６.短期貸付金     15,078     13,868     12,857  

７.その他     679,537     611,251     661,149  

８.貸倒引当金     △8,664     △11,046     △12,627  

流動資産合計     4,626,233 37.8   4,583,143 38.8   4,676,826 39.2

Ⅱ 固定資産                    

１.有形固定資産 ※２                  

(1) 建物 ※３ 504,058     519,500     523,761    

(2) 土地 ※３ 5,653,349     5,429,226     5,431,476    

(3) その他   479,557 6,636,964 54.3 451,140 6,399,867 54.1 429,199 6,384,438 53.5

２.無形固定資産     134,142 1.1   94,749 0.8   99,096 0.8 

３.投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券   20,100     100     100    

(2) 長期貸付金 ※３ －     430,485     －    

(3) 差入保証金   644,389     653,988     651,590    

(4) 破産更生等債権   46,624     34,274     34,658    

(5) その他 ※３ 602,726     78,386     561,292    

(6) 貸倒引当金   △481,097 832,743 6.8 △456,524 740,709 6.3 △466,372 781,269 6.5

固定資産合計     7,603,850 62.2   7,235,326 61.2   7,264,804 60.8 

資産合計     12,230,083 100.0   11,818,470 100   11,941,630 100.0 

                     

 



  

   
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１.支払手形及び買掛金     178,893     167,855     209,305  

２.短期借入金 ※３   37,500     30,000     30,000  

３.短期借入金 
（責任財産限定） 

※１   1,900,000     1,900,000     1,900,000  

４.関係会社短期借入金     300,000     300,000     300,000  

５.一年内返済予定の 
長期借入金 

※3,※4   304,653     325,647     333,647  

６.一年内返済予定の 
関係会社長期借入金 

※3,※4   9,648     42,302     28,300  

７.未払金     859,239     807,042     1,074,407  

８.未払法人税等     24,151     19,696     36,916  

９.賞与引当金     30,000     50,000     18,000  

10.その他     357,100     307,286     225,723  

流動負債合計     4,001,185 32.7   3,949,830 33.4   4,156,300 34.8

Ⅱ 固定負債                    

１.長期借入金 ※3,※4   2,569,326     2,247,708     2,384,032  

２.長期借入金 
（責任財産限定） ※１   999,000     999,000     999,000  

３.関係会社長期借入
金  

※3,※4   2,511,093     2,532,391     2,558,041  

４.その他     594,994     443,193     489,861  

固定負債合計     6,674,414 54.6   6,222,293 52.7   6,430,935 53.9

負債合計     10,675,600 87.3   10,172,123 86.1   10,587,235 88.7

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１.資本金     5,973,418 48.8   1,000,000 8.4   5,973,418 50.0

２.資本剰余金     2,311,457 18.9   354,934 3.0   2,311,457 19.3

３.利益剰余金     △6,729,853 △55.0   291,951 2.5   △6,929,941 △58.0

４.自己株式     △538 △0.0   △538 △0.0   △538 △0.0

株主資本合計     1,554,483 12.7   1,646,346 13.9   1,354,395 11.3

純資産合計     1,554,483 12.7   1,646,346 13.9   1,354,395 11.3

負債純資産合計     12,230,083 100.0   11,818,470 100.0   11,941,630 100.0

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     10,019,222 100.0   11,235,639 100.0   20,824,173 100.0 

Ⅱ 売上原価     7,809,023 77.9   8,670,891 77.2   16,329,086 78.4 

売上総利益     2,210,199 22.1   2,564,748 22.8   4,495,087 21.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,877,222 18.8   2,081,349 18.5   3,898,975 18.7 

営業利益     332,976 3.3   483,399 4.3   596,112 2.9 

Ⅳ 営業外収益                     

受取利息及び配当金   571     1,592     1,514    

賃貸料収入   14,635     14,210     28,537    

その他   18,006 33,213 0.3 14,308 30,111 0.3 29,108 59,159 0.3 

Ⅴ 営業外費用                     

支払利息   93,619     109,884     190,381    

賃貸料原価   16,718     12,140     23,286    

その他   22,854 133,193 1.3 7,376 129,401 1.2 62,066 275,734 1.3 

経常利益     232,997 2.3   384,108 3.4   379,537 1.8 

Ⅵ 特別利益                     

貸倒引当金戻入益   23,873     4,786     19,579    

過年度還付消費税等   15,632     －     15,632    

その他   774 40,279 0.4 － 4,786 0.0 13,065 48,277 0.2 

Ⅶ 特別損失                     

固定資産減損損失 ※２ －     －     278,457    

過年度未収勘定整理損   －     74,145     －    

投資有価証券売却損   －     －     11,540    

その他   4,401 4,401 0.0 14,099 88,244 0.7 57,766 347,763 1.7 

税金等調整前中間
（当期)純利益     268,876 2.7   300,650 2.7   80,051 0.4 

法人税、住民税及
び事業税   7,652     8,699     18,914    

法人税等調整額   － 7,652 0.1 － 8,699 0.1 － 18,914 0.1 

中間(当期)純利益     261,224 2.6   291,951 2.6   61,136 0.3 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 (注) 中間連結財務諸表作成の初年度であるため、平成18年３月31日残高については単体ベースの数値を使用しております。 

  

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 (注) 平成19年７月30日における無償減資によるものです。なお、この減資による株式数の変更はありません。 

  

  

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

株主資本 
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

 （千円） （千円）  （千円）   （千円）   （千円）   （千円）  

平成18年３月31日 残高 5,973,418 2,311,457 △6,970,411 △538 1,313,925 1,313,925 

中間連結会計期間中の変動額            

連結範囲変更に伴う利益剰余金
減少高 

    △20,667   △20,667 △20,667 

中間純利益     261,224   261,224 261,224 

中間連結会計期間中の変動額合計 － － 240,557 － 240,557 240,557 

平成18年９月30日 残高 5,973,418 2,311,457 △6,729,853 △538 1,554,483 1,554,483 

 

株主資本 
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

 （千円） （千円）  （千円）   （千円）   （千円）   （千円）  

平成19年３月31日 残高 5,973,418 2,311,457 △6,929,941 △538 1,354,395 1,354,395 

中間連結会計期間中の変動額            

減資 △4,973,418 354,934 4,618,484   － － 

資本準備金の取崩額   △2,311,457 2,311,457   － － 

中間純利益     291,951   291,951 291,951 

中間連結会計期間中の変動額合計 △4,973,418 △1,956,523 7,221,893 － 291,951 291,951 

平成19年９月30日 残高 1,000,000 354,934 291,951 △538 1,646,346 1,646,346 

 

株主資本 
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

 （千円） （千円）  （千円）   （千円）   （千円）   （千円）  

平成18年３月31日 残高 － － － － － － 

連結会計年度中の変動額            

会計基準の変更に伴う連結範囲
の変更 

5,973,418 2,311,457 △6,991,078 △538 1,293,258 1,293,258 

当期純利益     61,136   61,136 61,136 

連結会計年度中の変動額合計 5,973,418 2,311,457 △6,929,941 △538 1,354,395 1,354,395 

平成19年３月31日 残高 5,973,418 2,311,457 △6,929,941 △538 1,354,395 1,354,395 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   

前中間連結会計期間 
  
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
  
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 

  
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ 営業活動による 
    キャッシュ・フロー 

       

税金等調整前中間  
（当期）純利益 

  268,876 300,650 80,051 

減価償却費   66,886 72,090 140,185 

減損損失    － － 278,457 

賞与引当金の増加額   12,000 32,000 － 

貸倒引当金の増加額 
（△は減少額） 

  △22,516 △11,428 △34,568 

受取利息及び受取配当金   △571 △1,592 △1,514 

支払利息   93,619 109,884 190,381 

過年度未収勘定整理損   － 74,145 － 

投資有価証券売却損   － － 11,540 

固定資産除却損   933 3,949 7,814 

その他特別損失   － 10,149 － 

売上債権の減少額 
（△は増加額） 

  △47,884 30,244 △47,488 

たな卸資産の減少額 
（△は増加額） 

  10,530 22,008 △25,752 

未収入金の減少額 
（△は増加額） 

  △68,040 △44,882 △60,274 

その他流動資産の減少額 
（△は増加額） 

  － 65,504 － 

仕入債務の増加額 
（△は減少額） 

  △27,212 △41,450 132,198 

未払金の増加額 
（△は減少額） 

  △131,370 △261,498 － 

その他   66,356 50,786 6,992 

小計   221,606 410,562 678,022 

利息及び配当金の受取額   571 1,430 1,391 

利息の支払額   △93,621 △108,781 △186,286 

法人税等の支払額   △19,050 △35,508 △21,832 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  109,506 267,702 471,295 

 



  

   

前中間連結会計期間 
  
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
  
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 

  
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ 投資活動による 
    キャッシュ・フロー 

       

定期預金の払戻による 
収入 

  970 － 970 

有価証券の売却による 
収入 

  － － 8,459 

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △15,685 △91,798 △122,211 

有形固定資産の売却によ
る収入 

  － － 374 

無形固定資産の取得によ
る支出 

  △3,476 △220 △7,915 

短期貸付金の回収による
収入 

  672 1,278 1,275 

保険解約による収入   － 37,812 － 

その他固定資産の増加額    △501 △5,704 － 

その他   9,044 28 15,235 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △8,975 △58,603 △103,812 

Ⅲ 財務活動による 
    キャッシュ・フロー 

       

短期借入れによる収入   350,000 350,000 700,000 

短期借入金の返済による
支出 

  △32,500 △350,000 △390,000 

長期借入れによる収入   － － 65,600 

長期借入金の返済による
支出 

  △18,370 △155,971 △174,670 

ファイナンス・リース 
債務の返済による支出  

  △61,016 △47,250 △117,558 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  238,112 △203,222 83,371 

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増加額（△減少額） 

  338,644 5,876 450,854 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
    期首残高 

  433,508 884,363 433,508 

Ⅵ 資金の範囲の変更による現 
金及び現金同等物の増加額 

  － 611,286 － 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
    中間期末（期末）残高 

※１ 772,153 1,501,526 884,363 

         



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、前事業年度において、債務

超過が解消し、シンジケートローンの

財務制限条項への抵触も解消しまし

た。当中間連結会計期間においては、

経常利益及び中間純利益を計上いたし

ました。 

 しかし、当社は平成18年３月期決算

において、経常損失となっており、財

務制限条項における利益維持条項（平

成18年３月期以降各年度の経常損益を

赤字としない）に一部未達のため、引

き続き主要株主及び金融機関等の支援

を受ける状況にあり、継続企業の前提

に関して重要な疑義が生ずる状況であ

ります。 

 当社は、当該状況を解消すべく平成

17年11月25日に当年度以降３ヵ年計画

（平成19年３月期から平成21年３月

期）を対象とする営業計画を策定し、

業績の向上を図っております。このよ

うな状況のなか、今後も当社は主要株

主及び金融機関等の支援を受け、経営

を行っていく所存であります。 

 中間連結財務諸表は継続企業を前提

として作成しており、上記のような重

要な疑義の影響を中間連結財務諸表に

反映しておりません。 

──  当社は、前事業年度において、債務

超過が解消しシンジケートローンの財

務制限条項への抵触も解消いたしまし

た。当事業年度においては、経常利益

及び当期純利益を計上いたしました。

 しかし、前事業年度において、経常

損失となっており、財務制限条項にお

ける利益維持条項（平成18年３月期以

降各年度の経常損益を２期連続赤字と

しない）に一部未達となった経緯があ

るため、引き続き主要株主及び金融機

関の支援を受ける状況にあり、継続企

業の前提に関して重要な疑義が生ずる

状況にあるという判断に至っておりま

す。 

 当社は、当該状況を解消すべく平成

17年11月25日に３ヵ年計画（平成19年

３月期から平成21年３月期）を対象と

する営業計画を策定し、業績の向上を

図っております。このような状況のな

か、今後も当社は主要株主及び金融機

関等の支援を受け、経営を行っていく

所存であります。 

 連結財務諸表は、継続企業を前提と

して作成しており、上記のような重要

な疑義の影響を連結財務諸表に反映し

ておりません。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数     １社 

連結子会社の名称 

ハナテン・オート有限責任中間

法人 

 「投資事業組合に対する支配力

基準及び影響力基準の適用に関す

る実務上の取扱い」(実務対応報

告第20号)が、平成18年９月８日

以降終了する中間連結会計期間か

ら適用されることとなったため、

当中間連結会計期間より上記中間

法人を連結範囲に含め中間連結財

務諸表を作成しております。 

連結子会社の数     １社 

連結子会社の名称 

ハナテン・オート有限責任中間

法人 

── 

  

連結子会社の数     １社 

連結子会社の名称 

ハナテン・オート有限責任中間

法人 

 「投資事業組合に対する支配力

基準及び影響力基準の適用に関す

る実務上の取扱い」(実務対応報

告第20号)が、当連結会計年度か

ら適用されることとなったため、

当連結会計年度より上記中間法人

を連結範囲に含めることといたし

ました。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用する関連会社はあ

りません。 
同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左 
 

 連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準 

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採

用しております。 

②たな卸資産 

商品 

個別法による原価法を採用し

ております。 

貯蔵品 

最終仕入原価法を採用してお

ります。 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

  

②たな卸資産 

商品 

同左 

  

貯蔵品 

同左 

  

①有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

  

②たな卸資産 

商品 

同左 

  

貯蔵品 

同左 

  

(2）重要な減価償却資産の 

減価償却の方法 

①有形固定資産 

 定率法（但し、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）は、定額法）を採

用しております。 

①有形固定資産 

 旧定率法を採用しておりま

す。 

 但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物(附属設備を除

く)については、旧定額法を採用

しております。 

①有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物(附属設備を除

く)については、定額法を採用し

ております。 

   なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物      22年～34年 

構築物     10年～20年

工具器具備品  ３年～６年 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物      22年～34年 

構築物     10年～20年 

工具器具備品  ３年～10年 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物      22年～34年 

構築物     10年～20年 

工具器具備品  ３年～６年 

    

  

(追加情報) 

 法人税法改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上して

おります。 

 これにより営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益は、

それぞれ3,093千円減少しており

ます。 

  

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ②無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

②無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

②無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

  ③長期前払費用 

均等償却によっております。 

③長期前払費用 

同左 

③長期前払費用 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

①貸倒引当金 

同左 

①貸倒引当金 

 同左 

  ②賞与引当金 

 従業員の賞与支給に充てるた

め、支給見込額（過去の支給実績

をベースに将来の支給見込を加

味）を計上しております。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左   同左 

        

(5）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 消費税等会計処理 

  消費税等の会計処理は、税抜

方式を採用しております。 

 消費税等会計処理 

  消費税等の会計処理は、税抜

方式を採用しております。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

 なお、現金及び預金(責任財産

限定対象)はハナテン・オート有

限責任中間法人に係るものであり

ますが、同法人の借入金の責任財

産となっているため、資金の範囲

から除いております。 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

 ── 

  

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

 なお、現金及び預金(責任財産

限定対象)はハナテン・オート有

限責任中間法人に係るものであり

ますが、同法人の借入金の責任財

産となっているため、資金の範囲

から除いております。 

   ──  (資金の範囲の変更） 

 従来、資金の範囲から除いてお

りましたハナテン・オート有限責

任中間法人に係る現金及び預金

（責任財産限定対象）についても

資金の範囲に含めることといたし

ました。 

 この変更は、資金の使用実態を

より明確にするために行ったもの

であります。 

 なお、この変更により「営業活

動によるキャッシュ・フロー」が

104,911千円増加し、「現金及び

現金同等物の期末残高」は

716,198千円増加しております。 

 ── 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

 (投資事業組合に対する支配力基準及び影響

力基準の適用に関する実務上の取扱い) 

 当中間連結会計期間より、「投資事業組合

に対する支配力基準及び影響力基準の適用に

関する実務上の取扱い」(実務対応報告第20

号 平成18年９月８日)を適用しております。 

 この適用に伴い、当中間連結会計期間よ

り、中間連結財務諸表を作成しております。 

 ── 

  

  

  

 (投資事業組合に対する支配力基準及び影響

力基準の適用に関する実務上の取扱い) 

 当連結会計年度より、「投資事業組合に対

する支配力基準及び影響力基準の適用に関す

る実務上の取扱い」(実務対応報告第20号 平

成18年９月８日)を適用しております。 

 この適用に伴い、当連結会計年度より、連

結財務諸表を作成しております。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成19年３月31日） 

※１．責任財産限定対象資産 

（イ）ハナテン・オート有限責任中間法

人の責任財産限定対象資産 

  現金及び預金（責任財産限定対象） 

833,778千円 

    たな卸資産（責任財産限定対象） 

1,951,092千円 

（ロ）上記に対応する債務 

  短期借入金（責任財産限定） 

1,900,000千円 

  長期借入金（責任財産限定） 

999,000千円 

 上記借入金は、同中間法人の責任財産限

定対象資産のみを担保とするものであり、

当社に返済義務はないものであります。(た

だし、当該借入金については、同中間法人

の責任財産限定対象資産で弁済できない場

合に基金拠出額と保証金差入額の合計

105,000千円の範囲内で、当社に返済義務が

生じる可能性があります。) 

  

※１．責任財産限定対象資産 

（イ）ハナテン・オート有限責任中間法

人の責任財産限定対象資産 

  現金及び預金（責任財産限定対象） 

716,198千円 

    たな卸資産（責任財産限定対象） 

2,164,489千円 

（ロ）上記に係る債務の金額 

  短期借入金（責任財産限定） 

1,900,000千円 

  長期借入金（責任財産限定） 

999,000千円 

 上記借入金は、同中間法人の責任財産限

定対象資産のみを担保とするものであり、

当社に返済義務はないものであります。(た

だし、当該借入金については、同中間法人

の責任財産限定対象資産で弁済できない場

合に基金拠出額と保証金差入額の合計

105,000千円の範囲内で、当社に返済義務が

生じる可能性があります。) 

  

※１．責任財産限定対象資産 

（イ）ハナテン・オート有限責任中間法

人の責任財産限定対象資産 

  現金及び預金（責任財産限定対象） 

611,286千円 

    商品（責任財産限定対象） 

2,099,940千円 

（ロ）上記に係る債務の金額 

  短期借入金（責任財産限定） 

1,900,000千円 

  長期借入金（責任財産限定） 

999,000千円 

 上記借入金は、同中間法人の責任財産限

定対象資産のみを担保とするものであり、

当社に返済義務はないものであります。(た

だし、当該借入金については、同中間法人

の責任財産限定対象資産で弁済できない場

合に基金拠出額と保証金差入額の合計

105,000千円の範囲内で、当社に返済義務が

生じる可能性があります。) 

  
※２．有形固定資産の減価償却累計額 

（千円） 

2,700,455 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

（千円） 

2,817,729 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

（千円） 

2,766,623 

      

※３．担保資産 ※３．担保に供している資産及び担保に係る

債務 

※３．担保に供している資産及び担保に係る

債務 

      

担保に供している資産 担保に供している資産 担保に供している資産 

  （千円）

建物 301,504

土地 5,653,349

合計 5,954,854

  （千円）

建物 264,751

土地 5,429,226

合計 5,693,977

  （千円）

建物 266,295

土地 5,431,476

合計 5,697,772

      

担保資産に対応する債務 担保に係る債務 担保に係る債務 

  （千円）

短期借入金 37,500

長期借入金 

(一年内返済予定含む) 
2,426,379

関係会社長期借入金 

(一年内返済予定含む) 
2,520,741

合計 4,984,621

  （千円）

短期借入金 30,000

長期借入金 

(一年内返済予定含む) 
2,192,585

関係会社長期借入金 

(一年内返済予定含む) 
2,511,093

合計 4,733,679

  （千円）

短期借入金 30,000

長期借入金 

(一年内返済予定を含

む) 

2,309,129

関係会社長期借入金

(一年内返済予定を含

む) 

2,520,741

合計 4,859,871

      

 上記以外に保険積立金(投資その他の資

産)466,742千円については、当社取締役山

本勝彦の借入金418,300千円(返済期限平成

19年７月)に対して、担保として差し入れて

おります。 

 前連結会計年度末(平成19年３月31日)に

おいて担保に供している保険積立金466,742

千円は、平成19年７月31日で元取締役山本

勝彦に対する貸付金417,300千円に変更して

おります。(当社に対する差入担保は、個人

所有の奈良県吉野山林62,548㎡他でありま

す。)  

 上記以外に保険積立金(投資その他の資

産)466,742千円については、当社取締役山

本勝彦（平成19年６月28日取締役退任)の借

入金417,700千円(返済期限平成19年７月)に

対して、担保として差し入れております。 

※４．財務制限条項 

 当社の借入金のうち4,051,872千円(一年

内返済予定の長期借入金45,963千円、一年

内返済予定の関係会社長期借入金9,648千

円、長期借入金1,485,166千円及び関係会社

長期借入金2,511,093千円)については、下

記の財務制限条項があり、いずれかが遵守

出来ない場合、当社は借入契約上の全ての

債務について期限の利益を失います。 

※４．財務制限条項 

 借入金のうち3,996,289千円(一年内返済

予定の長期借入金91,867千円及び一年内返

済予定の関係会社長期借入金29,302千円、

長期借入金1,393,328千円及び関係会社長期

借入金2,481,791千円)については、下記の

財務制限条項があり、いずれかが遵守出来

ない場合は、借入契約上の全ての債務につ

いて期限の利益を失います。 

※４．財務制限条項 

 借入金のうち4,051,871千円(一年内返済

予定の長期借入金91,867千円及び一年内返

済予定の関係会社長期借入金19,300千円、

長期借入金1,439,262千円及び関係会社長期

借入金2,501,441千円)については、下記の

財務制限条項があり、いずれかが遵守出来

ない場合は、借入契約上の全ての債務につ

いて期限の利益を失います。 

 



前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成19年３月31日） 

 (純資産維持) 

 平成17年９月中間決算以降、各決算期(中

間を含む)の貸借対照表に記載される資本合

計(平成18年９月中間期以降は、純資産合

計)をマイナスとしない。 

 (純資産維持) 

 平成17年９月中間決算以降、各決算期(中

間を含む)の貸借対照表(個別及び連結)に記

載される純資産合計をマイナスとしない。 

 (純資産維持) 

 平成17年９月中間決算以降、各決算期(中

間を含む)の貸借対照表(個別及び連結)に記

載される資本合計(平成18年９月中間期以降

純資産合計)をマイナスとしない。 

 (利益維持) 

 平成18年３月決算以降、各年度末の決算

期(中間を含めない)の損益計算書に記載さ

れる経常損益を２期連続赤字としない。 

 (利益維持) 

 平成18年３月決算以降、各年度末の決算

期(中間を含めない)の損益計算書(個別及び

連結)に記載される経常損益を２期連続赤字

としない。 

 (利益維持) 

 平成18年３月決算以降、各年度末の決算

期(中間を含めない)の損益計算書(個別及び

連結)に記載される経常損益を２期連続赤字

としない。  

 (有利子負債残高制限) 

 平成17年９月中間決算以降、各決算期の

貸借対照表に記載される有利子負債の合計

額を100億円以下に維持。 

 (有利子負債残高制限) 

 平成17年９月中間決算以降、各決算期の

貸借対照表(個別及び連結)に記載される有

利子負債の合計額を100億円以下に維持。 

 (有利子負債残高制限) 

 平成17年９月中間決算以降、各決算期の

貸借対照表(個別及び連結)に記載される有

利子負債の合計額を100億円以下に維持。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

用及び金額は、次のとおりでありま

す。 

  （千円）

従業員給料 605,536

賞与引当金繰入額 11,787

法定福利費 72,951

販売促進費及び手数料 254,220

運搬費及び保管費 80,651

減価償却費 59,364

  （千円）

従業員給料及び賞与 673,104

賞与引当金繰入額 50,000

法定福利費 82,408

販売促進費及び手数料 244,516

運搬費及び保管費 92,133

賃借料及びリース料 472,642

減価償却費 71,952

  （千円）

従業員給与及び賞与 1,201,152

賞与引当金繰入額 18,000

販売促進費 494,716

賃借料及びリース料 874,132

── ── ※２. 減損損失 

 当連結会計年度において、以下の資産

グループについて減損損失を計上してお

ります。 

 単位：千円 

    場所 用途 種類 減損損失

ハナテン 

オートオー

クション 

(大阪府松原

市) 

オーク 

ション 

運営 

 土地  221,873 

建物構 

築物等 
37,392 

機械 

装置 
70 

車両 

運搬具 
20 

工具器 

具備品 
4,102 

平城ならや

ま営業所 

（奈良県奈

良市） 

中古 

自動車 

販売 

長期前 

払費用 
12,135 

建物構 

築物等 
1,916 

工具器 

具備品 
949 

    （1）減損損失を認識するに至った経緯 

 地価や市場価額の下落に伴い、帳簿

価額に対し時価が著しく下落した資

産、営業活動から生ずる損益が継続し

てマイナスであり、回復が見込まれな

い営業所の資産について帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上しまし

た。 

（2）資産のグルーピングの方法 

  キャッシュ・フローを生み出す最小

単位として営業所及びオークション会

場を基本単位として、賃貸物件、遊休

資産については物件単位毎にグルーピ

ングをしております。 

     （3）減損損失の内訳 

    (千円)

土地 221,873
建物 29,907
工具器具備品 5,051
長期前払費用 12,135
構築物 9,401
機械装置 70
車両運搬具 20

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    （4）回収可能価額の算定方法 

 回収可能価額を正味売却価額により測定

する場合に時価については、主として鑑定

評価額により算定しております。回収可能

価額を使用価値によって測定している場合

は、将来キャッシュ・フローを借入平均レ

ート（加重平均資本コスト）3.0％で割引  

いて算定しております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．第１回新株予約権及び第２回新株予約権は平成27年８月30日まで権利行使可能であります。 

    ２．第３回新株予約権は平成19年８月31日より権利行使可能となり、平成27年８月30日までを期限としております。 

  

 ３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

  

  

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）第１回新株予約権、第２回新株予約権及び第３回新株予約権は平成27年８月30日まで権利行使可能であります。 

  

 ３．配当に関する事項 

  （1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

  （2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

 １．発行済株式数の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末 

株式数（千株） 

  発行済株式        

   普通株式 16,155 － － 16,155 

   種類株式Ａ 5,597 － － 5,597 

   種類株式Ｂ 666 － － 666 

合計 22,419 － － 22,419 

  自己株式        

   普通株式 0 － － 0 

合計 0 － － 0 

  

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の目

的となる株式の

種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 当中間連結会

計期間末残高

（千円）  

 前連結会計 

年度末 

当中間連結 

会計期間増加 

当中間連結 

会計期間減少 

当中間連結 

会計期間末  

   第１回新株予約権 (注)１ 普通株式 1,666 － － 1,666 － 

提出会社  第２回新株予約権 (注)１ 普通株式 3,333 － － 3,333 － 

   第３回新株予約権 (注)２ 普通株式 3,333 － － 3,333 － 

 合 計 － － － － － － 

 １．発行済株式数の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末 

株式数（千株） 

  発行済株式        

   普通株式 16,155 － － 16,155 

   種類株式Ａ 5,597 － － 5,597 

   種類株式Ｂ 666 － － 666 

合計 22,419 － － 22,419 

  自己株式        

   普通株式 0 － － 0 

合計 0 － － 0 

  

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の目

的となる株式の

種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 当中間連結会

計期間末残高

（千円）  

 前連結会計 

年度末 

当中間連結 

会計期間増加 

当中間連結 

会計期間減少 

当中間連結 

会計期間末  

提出会社  第１回新株予約権 (注) 普通株式 1,666 － － 1,666 － 

（親会社）  第２回新株予約権 (注) 普通株式 3,333 － － 3,333 － 

   第３回新株予約権 (注) 普通株式 3,333 － － 3,333 － 

 合 計 － － － － － － 



 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）前連結会計年度末株式数欄には当連結会計年度期首株式数を記載しております。 

  

 （注）１．第１回新株予約権及び第２回新株予約権は平成27年８月30日まで権利行使可能であります。 

    ２．第３回新株予約権は平成19年８月31日より権利行使可能となり、平成27年８月30日までを期限としております。 

  

 ３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

 １．発行済株式数の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当連結会計年度 

増加株式数（千株） 

当連結会計年度 

減少株式数（千株） 

当連結会計年度末 

株式数（千株） 

  発行済株式        

   普通株式 16,155 － － 16,155 

   種類株式Ａ 5,597 － － 5,597 

   種類株式Ｂ 666 － － 666 

合計 22,419     22,419 

  自己株式        

   普通株式 0 － － 0 

合計 0 － － 0 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の目

的となる株式の

種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 当連結会計 

年度末残高 

（千円）  

 前連結会計 

年度末 

当連結会計 

年度増加  

当連結会計 

年度減少  

当連結会計 

年度末  

提出会社  第１回新株予約権 (注)１ 普通株式 1,666 － － 1,666 － 

（親会社)  第２回新株予約権 (注)１ 普通株式 3,333 － － 3,333 － 

   第３回新株予約権 (注)２ 普通株式 3,333 － － 3,333 － 

 合 計 － － － － － － 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科 

目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と 

中間連結貸借対照表に掲記されている科 

目の金額との関係 

（平成19年９月30日現在） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結 

貸借対照表に掲記されている科目の金額 

との関係 

（平成19年３月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 772,153

現金及び現金同等物 772,153

  （千円）

現金及び預金勘定 785,328

現金及び預金勘定 

（責任財産限定対象）
716,198

現金及び現金同等物 1,501,526

  （千円）

現金及び預金勘定 884,363

現金及び現金同等物 884,363



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

中間期末 
残高相当額 
（千円） 

有形固定資
産のその他 

159,907 131,830 28,076 

無形固定資
産 

4,444 3,394 1,049 

合計 164,351 135,225 29,126 

 
取得価額 
相当額 

（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

中間期末 
残高相当額 
（千円） 

工具器 
具備品 

78,558 73,324 5,234

ソフト 
ウェア 

4,444 4,135 308

合計 83,002 77,459 5,542

 
取得価額 
相当額 

（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 

（千円） 

工具器 
具備品 

78,558 64,963 13,594

ソフト 
ウェア 

4,444 3,765 679

合計 83,002 68,728 14,274

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内       25,139千円 

１年超       5,866千円 

合計        31,005千円 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内  5,866千円 

１年超 －千円 

合計  5,866千円 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 15,067千円 

１年超 －千円 

合計 15,067千円 

    

リース資産減損勘定の残高 －千円 

    

  

リース資産減損勘定の残高 －千円 

    

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当

額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料      18,593千円 

減価償却費相当額      16,866千円 

支払利息相当額      793千円 

支払リース料  9,354千円 

リース資産減損勘定の

取崩額 
－千円 

減価償却費相当額  8,731千円 

支払利息相当額  165千円 

減損損失 －千円 

支払リース料  34,913千円 

リース資産減損勘定の

取崩額 
－千円 

減価償却費相当額 31,718千円 

支払利息相当額  1,183千円 

減損損失 －千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

① 有形固定資産のその他は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を10％として

計算した定率法による減価償却費相当額

に簡便的に10/9を乗じた額を各期の減価

償却費相当額とする方法によっておりま

す。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

① 工具器具備品は、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を10％として計算した

旧定率法による減価償却費相当額に簡便

的に10/9を乗じた額を各期の減価償却費

相当額とする方法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

① 工具器具備品は、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を10％として計算した

定率法による減価償却費相当額に簡便的

に10/9を乗じた額を各期の減価償却費相

当額とする方法によっております。 

② 無形固定資産はリース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。 

② ソフトウェアはリース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。 

② ソフトウェアはリース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

(5) 利息相当額の算定方法 

  

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  

同左 

── 

  

２.オペレーティング・リース取引 

  

 未経過リース料 

１年内       3,414千円 

１年超       10,005千円 

合計       13,419千円 

 ２.オペレーティング・リース取引 

  

 未経過リース料 

１年内       4,934千円 

１年超       11,535千円 

合計       16,469千円 



（有価証券関係） 

１．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいても関連会社株式で時価のあるもの

はありません。 

 ２．時価評価されていない主な有価証券 

  

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

（デリバティブ取引関係） 

  前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末においてデリバティブ取引の残高がないた

め、該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係） 

  前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において該当事項はありません。 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

 非上場株式 20,100 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

 非上場株式 100 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

 非上場株式 100 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 当社グループは、中古車事業の単一セグメントのため該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 当社グループは、中古車事業の単一セグメントのため該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社グループは、中古車事業の単一セグメントのため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

海外売上がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

海外売上がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

海外売上がないため、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額  △20円48銭

１株当たり中間純利益金額   12円00銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 

１株当たり純資産額   △16円26銭

１株当たり中間純利益金額 13円42銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 

１株当たり純資産額   △29円68銭

１株当たり当期純利益金額    ２円81銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

中間(当期)純利益 (千円) 261,224 291,951 61,136 

普通株主に帰属しない金

額 
(千円) － － － 

普通株式にかかる中間(当

期)純利益 
(千円) 261,224 291,951 61,136 

期中平均株式数 (千株) 21,752 21,752 21,752 

（内、普通株式） (千株) (16,155) (16,155) (16,155) 

（内、種類株式Ａ） (千株) (5,597) (5,597) (5,597) 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間(当期)純利

益金額の算定に含めなかった潜在株

式の概要 

 第１回新株予約権  第１回新株予約権  第１回新株予約権 

株式の種類 普通株式 

株式の数  1,666,600株 

行使価額     180円 

行使期間 平成17年９月15日より

     平成27年８月30日まで

株式の種類 普通株式  

株式の数  1,666,600株 

行使価額     180円 

行使期間 平成17年９月15日より

     平成27年８月30日まで

株式の種類 普通株式 

株式の数  1,666,600株 

行使価額     180円 

行使期間 平成17年９月15日より

     平成27年８月30日まで

 第２回新株予約権  第２回新株予約権  第２回新株予約権 

株式の種類 普通株式 

株式の数  3,333,300株 

行使価額     180円 

行使期間 平成18年８月31日より

     平成27年８月30日まで

株式の種類 普通株式 

株式の数  3,333,300株 

行使価額     180円 

行使期間 平成18年８月31日より

     平成27年８月30日まで

株式の種類 普通株式 

株式の数  3,333,300株 

行使価額     180円 

行使期間 平成18年８月31日より

     平成27年８月30日まで

 第３回新株予約権  第３回新株予約権  第３回新株予約権 

株式の種類 普通株式 

株式の数  3,333,300株 

行使価額     180円 

行使期間 平成19年８月31日より

     平成27年８月30日まで

株式の種類 普通株式 

株式の数  3,333,300株 

行使価額     180円 

行使期間 平成19年８月31日より

     平成27年８月30日まで

株式の種類 普通株式 

株式の数  3,333,300株 

行使価額     180円 

行使期間 平成19年８月31日より

     平成27年８月30日まで



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

── ──  当社は、平成19年６月28日開催の第42期定

時株主総会において資本金及び資本準備金の

減少を決議しました。 

    １．資本準備金の減少 

(1) 資本準備金の減少の目的 

 資本金減少と資本準備金の取崩しとあわ

せて行うことにより、累積損失を一掃し、

当社財務内容の健全化を図るため 

(2) 資本準備金の減少の要領 

①減少する資本準備金の額 

 資本準備金2,311,457千円の全額を取崩

し、繰越損失の補填に充当 

②資本準備金の減少の効力発生日 

 平成19年７月30日 

  

 ２．資本金の減少 

(1) 資本金の減少の目的 

 資本金減少と資本準備金の取崩しとあわ

せて行うことにより、累積損失を一掃し、

当社財務内容の健全化を図るため 

(2) 資本金の減少の要領 

①減少する資本金の額 

 資本金5,973,418千円を4,973,418千円

減資し、1,000,000千円として繰越損失の

補填に充てる（補填額4,618,484千円）。

残余額はその他資本剰余金とする。 

②資本金の減少の方法 

 発行済株式総数を変更しない無償減資 

③資本準備金の減少の効力発生日 

 平成19年７月30日 

(3) 資本準備金及び資本金の減少の日程 

①定時株主総会決議日 

 平成19年６月28日

②債権者異議申述期日 

 平成19年７月28日

③資本減少の効力発生日 

 平成19年７月30日

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１.現金及び預金   772,153     785,328     884,363    

２.受取手形   14,423     622     －    

３.売掛金   145,469     129,340     160,208    

４.たな卸資産   223,365     173,090     259,648    

５.立替金    －     768,184     641,500    

６.短期貸付金   15,078     13,868     12,857    

７.未収入金   492,861     453,464     481,395    

８.商品買入予約資産 ※３ 1,974,505     2,190,463     2,125,139    

９.その他   758,735     145,152     155,141    

10.貸倒引当金   △8,664     △11,046     △12,627    

流動資産合計     4,387,928 36.6   4,648,468 39.0   4,707,626 39.2 

Ⅱ 固定資産                    

１.有形固定資産 ※１                  

(1) 建物 ※２ 504,058     519,500     523,761    

(2) 土地 ※２ 5,653,349     5,429,226     5,431,476    

(3) その他   479,557     451,140     429,199    

計   6,636,964     6,399,867     6,384,438    

２.無形固定資産   134,142     94,749     99,096    

３.投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券   20,100     100     100    

(2) 長期貸付金 ※２ －     430,485     －    

(3) 差入保証金   744,389     753,988     751,590    

(4) 破産更生等債権   46,624     34,274     34,658    

(5) その他 ※２ 515,119     20,926     486,341    

(6) 貸倒引当金   △481,097     △456,524     △466,372    

計   845,136     783,250     806,318    

固定資産合計     7,616,243 63.4   7,277,867 61.0   7,289,852 60.8 

資産合計     12,004,171 100.0   11,926,336 100.0   11,997,479 100.0 

                     

 



   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１.買掛金   866,963     977,368     1,026,373    

２.短期借入金 ※2,※4 37,500     30,000     30,000    

３.関係会社短期借入金   300,000     300,000     300,000    

４.一年内返済予定 
 長期借入金 

※2,※4 304,653     325,647     333,647    

５.一年内返済予定の
係会社長期借入金 

※2,※4 9,648     42,302     28,300    

６.未払金   859,239     816,547     1,087,117    

７.未払法人税等   24,116     19,661     36,846    

８.賞与引当金   30,000     50,000     18,000    

９.商品買入予約債務 ※３ 1,974,505     2,190,463     2,125,139    

10.その他   349,089     304,706     225,723    

流動負債合計     4,755,715 39.6   5,056,696 42.4   5,211,148 43.4 

Ⅱ 固定負債                    

１.長期借入金 ※2,※4 2,569,326     2,247,708     2,384,032    

２.関係会社長期借入金 ※2,※4 2,511,093     2,532,391     2,558,041    

３.その他   594,994     443,193     489,860    

固定負債合計     5,675,414 47.3   5,223,293 43.8   5,431,935 45.3 

負債合計     10,431,130 86.9   10,279,989 86.2   10,643,084 88.7 

                     

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１.資本金     5,973,418 49.8   1,000,000 8.4   5,973,418 49.8 

２.資本剰余金                     

 (1) 資本準備金   2,311,457     －     2,311,457     

 (2) その他資本剰余金   －     354,934     －     

資本剰余金合計     2,311,457 19.2   354,934 3.0   2,311,457 19.3 

３.利益剰余金                     

 (1) その他利益剰余金                     

繰越利益剰余金   △6,711,295     291,951     △6,929,941     

利益剰余金合計     △6,711,295 △55.9   291,951 2.4   △6,929,941 △57.8 

４.自己株式     △538 △0.0   △538 △0.0   △538 △0.0 

株主資本合計     1,573,041 13.1   1,646,346 13.8   1,354,395 11.3 

純資産合計     1,573,041 13.1   1,646,346 13.8   1,354,395 11.3 

負債純資産合計     12,004,171 100.0   11,926,336 100.0   11,997,479 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     10,019,222 100.0   11,235,639 100.0   20,824,173 100.0 

Ⅱ 売上原価     7,809,023 77.9   8,670,891 77.2   16,321,804 78.4 

売上総利益     2,210,199 22.1   2,564,748 22.8   4,502,368 21.6 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    1,858,353 18.6   2,061,922 18.3   3,862,040 18.5 

営業利益     351,845 3.5   502,825 4.5   640,328 3.1 

Ⅳ 営業外収益 ※２   58,682 0.6   56,696 0.5   109,630 0.5 

Ⅴ 営業外費用 ※３   179,674 1.8   175,448 1.6   378,447 1.8 

経常利益     230,853 2.3   384,073 3.4   371,511 1.8 

Ⅵ 特別利益 ※４   40,279 0.4   4,786 0.0   48,277 0.2 

Ⅶ 特別損失 ※5,6   4,401 0.0   88,244 0.7   360,474 1.7 

税引前中間(当
期)純利益     266,732 2.7   300,615 2.7   59,313 0.3 

法人税、住民税
及び事業税   7,617     8,664     18,844    

法人税等調整額   － 7,617 0.1 － 8,664 0.1 － 18,844 0.1 

中間（当期）純
利益     259,115 2.6   291,951 2.6   40,469 0.2 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 (注) 平成19年７月30日における無償減資によるものです。なお、この減資による株式数の変更はありません。 

  

前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

株主資本 
  

  
純資産 
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
  
自己株式

  
株主資本
合計 資本準備金 

資本剰余金 
合計 

繰越利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

平成18年３月31日 残高 5,973,418 2,311,457 2,311,457 △6,970,411 △6,970,411 △538 1,313,925 1,313,925 

中間会計期間中の変動額                

中間純利益       259,115 259,115   259,115 259,115 

中間会計期間中の変動額
合計 

－ － － 259,115 259,115 － 259,115 259,115 

平成18年９月30日 残高 5,973,418 2,311,457 2,311,457 △6,711,295 △6,711,295 △538 1,573,041 1,573,041 

 

株主資本 
  

  
純資産 
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
  
自己株式 

  
株主資本
合計 資本準備金 

その他資本
剰余金 

資本剰余金 
合計 

繰越利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

平成19年３月31日 残高 5,973,418 2,311,457 － 2,311,457 △6,929,941 △6,929,941 △538 1,354,395 1,354,395

中間会計期間中の変動額                  

減資 △4,973,418   354,934 354,934 4,618,484 4,618,484   － －

資本準備金の取崩額   △2,311,457   △2,311,457 2,311,457 2,311,457   － －

中間純利益         291,951 291,951   291,951 291,951

中間会計期間中の変動額
合計 

△4,973,418 △2,311,457 354,934 △1,956,523 7,221,893 7,221,893 － 291,951 291,951

平成19年９月30日 残高 1,000,000 － 354,934 354,934 291,951 291,951 △538 1,646,346 1,646,346

 

株主資本 
  

  
純資産 
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
  
自己株式

  
株主資本
合計 資本準備金 

資本剰余金 
合計 

繰越利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

平成18年３月31日 残高 5,973,418 2,311,457 2,311,457 △6,970,411 △6,970,411 △538 1,313,925 1,313,925 

事業年度中の変動額                

当期純利益       40,469 40,469   40,469 40,469 

事業年度中の変動額合計       40,469 40,469   40,469 40,469 

平成19年３月31日 残高 5,973,418 2,311,457 2,311,457 △6,929,941 △6,929,941 △538 1,354,395 1,354,395 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、前事業年度において、債務

超過が解消しシンジケートローンの財

務制限条項への抵触も解消いたしまし

た。当中間会計期間においては、経常

利益及び中間純利益を計上いたしまし

た。 

  しかし、平成18年３月期決算におい

て、経常損失となっており、財務制限

条項における利益維持条項（平成18年

３月期以降各年度の経常損益を赤字と

しない）に一部未達のため、引き続き

主要株主及び金融機関等の支援を受け

る状況にあり、継続企業の前提に関し

て重要な疑義が生ずる状況でありま

す。 

 当社は、当該状況を解消すべく平成

17年11月25日に当年度以降３ヵ年計画

（平成19年３月期から平成21年３月

期）を対象とする営業計画を策定し、

業績の向上を図っております。このよ

うな状況のなか、今後も当社は主要株

主及び金融機関等の支援を受け、経営

を行っていく所存であります。 

  中間財務諸表は継続企業を前提とし

て作成しており、上記のような重要な

疑義の影響を中間財務諸表に反映して

おりません。 

── 

  

  

 当社は、前事業年度において、債務

超過が解消しシンジケートローンの財

務制限条項への抵触も解消いたしまし

た。当事業年度においては、経常利益

及び当期純利益を計上いたしました。

 しかし、前事業年度において、経常

損失となっており、財務制限条項にお

ける利益維持条項（平成18年３月期以

降各年度の経常損益を２期連続赤字と

しない）に一部未達となった経緯があ

るため、引き続き主要株主及び金融機

関の支援を受ける状況にあり、継続企

業の前提に関して重要な疑義が生ずる

状況にあるという判断に至っておりま

す。 

 当社は、当該状況を解消すべく平成

17年11月25日に３ヵ年計画（平成19年

３月期から平成21年３月期）を対象と

する営業計画を策定し、業績の向上を

図っております。このような状況のな

か、今後も当社は主要株主及び金融機

関等の支援を受け、経営を行っていく

所存であります。 

 財務諸表は、継続企業を前提として

作成しており、上記のような重要な疑

義の影響を財務諸表に反映しておりま

せん。 

  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価 

 方法 

(1) 有価証券 (1) 有価証券 (1) 有価証券 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

商品 

(2) たな卸資産 

商品 

(2) たな卸資産 

商品 

   個別法による原価法を採用し

ております。 

同左 同左 

  貯蔵品 

 最終仕入原価法を採用してお

ります。 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法（但し、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）は定額法）を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物      22年～34年 

構築物     10年～20年 

工具器具備品  ３年～６年 

(1) 有形固定資産 

 旧定率法（但し、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）は旧定額法）を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物      22年～34年 

構築物     10年～20年 

工具器具備品  ３年～10年 

(1) 有形固定資産 

 定率法（但し、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）は定額法）を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物      22年～34年 

構築物     10年～20年 

工具器具備品  ３年～６年 

    

  

  (追加情報) 

 当社は、法人税法改正に伴い

平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に

到達した事業年度の翌事業年度

より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ3,093千円減少しており

ます。 

  

  

  (2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づいてお

ります。 

(2) 無形固定資産 

  

同左 

(2) 無形固定資産 

  

同左 

  (3) 長期前払費用 

 均等償却によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

  

  

同左 

(1) 貸倒引当金 

  

  

同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に充てるた

め、支給見込額（過去の支給実

績をベースに将来の支給見込を

加味）を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

  

同左 

(2) 賞与引当金 

  

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５.その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 
  
 なお、仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺のうえ、42,056千円は

貸借対照表上、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

消費税及び地方消費税の会計処理 

 税抜方式によっております。 
  
 なお、仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺のうえ、44,232千円は

貸借対照表上、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

消費税及び地方消費税の会計処理 

 税抜方式によっております。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

  当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は1,573,041千円であります。 

  なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

──  （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

  当事業年度より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は1,354,395千円であります。 

  なお、当事業年度における中間貸借

対照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の財

務諸表等規則により作成しておりま

す。 

前中間会計期間  
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間  
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

 (中間貸借対照表) 

 前中間会計期間まで「短期借入

金」、「長期借入金」に含めて表示し

ていた「関係会社短期借入金」、「関

係会社長期借入金」は、関係会社資金

融資の明確化及び中間連結財務諸表と

の整合性を図るため、当中間会計期間

末において区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「関係会

社短期借入金」及び「関係会社長期借

入金」は3,101,432千円及び155,000千

円であります。 

 (中間貸借対照表) 

 「立替金」は、前中間期まで、流動

資産の「その他」に含めて表示してい

ましたが、当中間期末において資産の

総額の100分の５を超えたため区分掲

記しました。 

 なお、前中間期末の「立替金」の金

額は580,235千円であります。 



（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

（千円） 

2,700,455 

  

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

（千円） 

2,817,729 

  

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

（千円） 

2,766,623 

  

※２．担保資産 ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 

担保に供している資産 (担保資産の種類) (担保資産の種類) 

  （千円）

建物 301,504

土地 5,653,349

合計 5,954,854

  （千円）

建物 264,751

土地 5,429,226

合計 5,693,977

  （千円）

建物 266,295

土地 5,431,476

合計 5,697,772

担保資産に対応する債務 (対応する債務) (対応する債務) 

  （千円）

短期借入金 37,500

長期借入金 

(一年内返済予定含む) 
2,426,379

関係会社長期借入金 

(一年内返済予定含む)  
2,520,741

 合計 4,984,621

  （千円）

短期借入金 30,000

長期借入金 

(一年内返済予定含む) 
2,192,585

関係会社長期借入金 

(一年内返済予定含む) 
2,511,093

 合計 4,733,679

  （千円）

短期借入金 30,000

長期借入金 

(一年内返済予定含を

む) 

2,309,129

関係会社長期借入金 

(一年内返済予定含を

む)  

2,520,741

  合計 4,859,870

 上記以外に保険積立金(投資その他の資

産)466,742千円については、当社取締役山

本勝彦の借入金418,300千円(返済期限平成

19年７月)に対して、担保として差し入れて

おります。 

  

 前事業年度末(平成19年３月31日)におい

て担保に供している保険積立金466,742千円

は、平成19年７月31日で元取締役山本勝彦

に対する貸付金417,300千円に変更しており

ます。(当社に対する差入担保は、個人所有

の奈良県吉野山林62,548㎡他であります。) 

 上記以外に保険積立金(投資その他の資

産)466,742千円については、当社取締役山

本勝彦（平成19年６月28日取締役退任）の

借入金417,700千円(返済期限平成19年７月)

に対して、担保として差し入れておりま

す。 

※３．商品買入予約資産・商品買入予約債務 

 中間貸借対照表の流動資産に計上した

「商品買入予約資産」は、ハナテン・オー

ト有限責任中間法人より将来、買入を予定

している中古車在庫相当額であり、流動負

債に計上した「商品買入予約債務」は、対

応する買入代金相当額等であります。 

  

※３．商品買入予約資産・商品買入予約債務 

 中間貸借対照表の流動資産に計上した

「商品買入予約資産」は、ハナテン・オー

ト有限責任中間法人より将来、買入を予定

している中古車在庫相当額であり、流動負

債に計上した「商品買入予約債務」は、対

応する買入代金相当額等であります。 

  

※３．商品買入予約資産・商品買入予約債務 

 貸借対照表の流動資産に計上した「商品

買入予約資産」は、ハナテン・オート有限

責任中間法人より将来、買入を予定してい

る中古車在庫相当額であり、流動負債に計

上した「商品買入予約債務」は、対応する

買入代金相当額等であります。 

  

※４．財務制限条項 

 当社の借入金のうち4,051,872千円（一年

内返済予定の長期借入金45,963千円、一年

内返済予定の関係会社長期借入金9,648千

円、長期借入金1,485,166千円及び関係会社

長期借入金2,511,093千円）については、下

記の財務制限条項があり、いずれかが遵守

出来ない場合は、借入契約上の全ての債務

について期限の利益を失います。 

※４．財務制限条項 

 当社の借入金のうち3,996,289千円（一年

内返済予定の長期借入金91,867千円、一年

内返済予定の関係会社長期借入金29,302千

円、長期借入金1,393,328千円及び関係会社

長期借入金2,481,791千円）については、下

記の財務制限条項があり、いずれかが遵守

出来ない場合は、借入契約上の全ての債務

について期限の利益を失います。 

※４．財務制限条項 

 借入金のうち4,051,871千円(一年内返済

予定の長期借入金91,867千円及び一年内返

済予定の関係会社長期借入金19,300千円、

長期借入金1,439,262千円及び関係会社長期

借入金2,501,441千円)については、下記の

財務制限条項があり、いずれかが遵守出来

ない場合は、借入契約上の全ての債務につ

いて期限の利益を失います。 

（純資産維持） 

 平成17年９月中間決算以降、各決算期

（中間を含む）の貸借対照表に記載される

資本合計（平成18年９月中間期以降は、純

資産合計）をマイナスとしない。 

  

（純資産維持） 

 平成17年９月中間決算以降、各決算期(中

間を含む）の貸借対照表(個別及び連結)に

記載される純資産合計をマイナスとしな

い。 

  

（純資産維持） 

 平成17年９月中間決算以降、各決算期(中

間を含む）の貸借対照表(個別及び連結)に

記載される資本合計（平成18年９月中間期

以降は、純資産合計）をマイナスとしな

い。 

（利益維持） 

 平成18年３月決算以降、各年度末の決算

期(中間を含めない)の損益計算書に記載さ

れる経常損益を２期連続赤字としない。 

  

（利益維持） 

 平成18年３月決算以降、各年度末の決算

期(中間を含めない)の損益計算書(個別及び

連結)に記載される経常損益を２期連続赤字

としない。 

（利益維持） 

 平成18年３月決算以降、各年度末の決算

期(中間を含めない)の損益計算書(個別及び

連結)に記載される経常損益を２期連続赤字

としない。 

（有利子負債残高制限） 

 平成17年９月中間決算以降、各決算期の

貸借対照表に記載される有利子負債の合計

額を100億円以下に維持。 

  

（有利子負債残高制限） 

 平成17年９月中間決算以降、各決算期の

貸借対照表(個別及び連結)に記載される有

利子負債の合計額を100億円以下に維持。 

  

（有利子負債残高制限） 

 平成17年９月中間決算以降、各決算期の

貸借対照表(個別及び連結)に記載される有

利子負債の合計額を100億円以下に維持。 

  



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．減価償却実施額 １．減価償却実施額 １．減価償却実施額 

  （千円）

有形固定資産 60,132

無形固定資産 6,262

  （千円）

有形固定資産 67,385

無形固定資産 4,567

  （千円）

有形固定資産 126,299

無形固定資産 12,903

※２．営業外収益の主要項目 ※２．営業外収益の主要項目 ※２．営業外収益の主要項目 

  （千円）

受取利息及び受取配当金 571

賃貸料収入 15,055

受取手数料 25,879

  （千円）

受取利息及び受取配当金 766

賃貸料収入 14,632

受取手数料 24,926

  （千円）

受取利息及び受取配当金 1,047

賃貸料収入 29,377

受取手数料 51,618

※３．営業外費用の主要項目 ※３．営業外費用の主要項目 ※３．営業外費用の主要項目 

  （千円）

支払利息 137,092

  （千円）

支払利息 157,751

  （千円）

支払利息 292,094

※４．特別利益の主要項目 ※４．特別利益の主要項目 ※４．特別利益の主要項目 

  （千円）

貸倒引当金戻入 23,873

  （千円）

貸倒引当金戻入 4,786

  （千円）

貸倒引当金戻入 19,579

※５．特別損失の主要項目 ※５．特別損失の主要項目 ※５．特別損失の主要項目 

  （千円）

固定資産除却損 933

   

  （千円）

過年度未収勘定整理損 74,145

   

  （千円）

固定資産減損損失 278,457

固定資産除却損 7,814

      

  

── 

  

── 

※６．減損損失 

 当事業年度において、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しております。 

 単位：千円 

    

  

場所 用途 種類 減損損失

ハナテン 

オートオー

クション 

(大阪府松原

市) 

オーク 

ション 

運営 

 土地 221,873 

建物構 

築物等 
37,392 

機械 

装置 
70 

車両 

運搬具 
20 

工具器 

具備品 
4,102 

平城ならや

ま営業所 

（奈良県奈

良市） 

中古 

自動車 

販売 

長期前 

払費用 
12,135 

建物構 

築物等 
1,916 

工具器 

具備品 
949 

    （1）減損損失を認識するに至った経緯 

 地価や市場価格の下落に伴い、帳簿

価格に対し時価が著しく下落した資

産、営業活動から生ずる損益が継続し

てマイナスであり、回復が見込まれな

い営業所の資産について帳簿価格を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上しまし

た。 

（2）資産のグルーピングの方法 

  キャッシュ・フローを生み出す最小

単位として営業所及びオークション会

場を基本単位として、賃貸物件、遊休

資産については物件単位毎にグルーピ

ングをしております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    （3）減損損失の内訳 

  (千円)

土地 221,873

建物 29,907

構築物 9,401

機械及び装置 70

工具器具備品 5,051

長期前払費用 12,135

車両運搬具 20

    （4）回収可能価額の算定方法 

 回収可能価額を正味売却価額により測定

する場合に時価については、主として鑑定

評価額により算定しております。回収可能

価額を使用価値によって測定している場合

は、将来キャッシュ・フローを借入平均レ

ート（加重平均資本コスト）3.0％で割引 

いて算定しております。 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項  

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加株

式数（千株） 

当中間会計期間減少株

式数（千株） 

当中間会計期間末株式

数（千株） 

   普通株式 0 － － 0 

合計 0 － － 0 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項  

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加株

式数（千株） 

当中間会計期間減少株

式数（千株） 

当中間会計期間末株式

数（千株） 

   普通株式 0 － － 0 

合計 0 － － 0 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項  

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当事業年度増加株式数

（千株） 

当事業年度減少株式数

（千株） 

当事業年度末株式数

（千株） 

   普通株式 0 － － 0 

合計 0 － － 0 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

中間期末 
残高相当額 
（千円） 

有形固定資
産のその他 

159,907 131,830 28,076 

無形固定資
産 

4,444 3,394 1,049 

合計 164,351 135,225 29,126 

 
取得価額 
相当額 

（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

中間期末 
残高相当額 
（千円） 

工具器 
具備品 

78,558 73,324 5,234

ソフト 
ウェア 

4,444 4,135 308

合計 83,002 77,459 5,542

 
取得価額 
相当額 

（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 

（千円） 

工具器 
具備品 

78,558 64,963 13,594

ソフト 
ウェア 

4,444 3,765 679

合計 83,002 68,728 14,274

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内       25,139千円 

１年超       5,866千円 

合計        31,005千円 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内       5,866千円 

１年超       －千円 

合計       5,866千円 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 15,067千円 

１年超 －千円 

合計 15,067千円 

    

リース資産減損勘定の残高 －千円 

    

  

リース資産減損勘定の残高 －千円 

    

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当

額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料      18,593千円 

減価償却費相当額      16,866千円 

支払利息相当額      793千円 

支払リース料 9,354千円 

リース資産減損勘定の

取崩額 

-千円 

減価償却費相当額 8,731千円 

支払利息相当額 165千円 

減損損失 -千円 

支払リース料 34,913千円 

リース資産減損勘定の

取崩額 

-千円 

減価償却費相当額 31,718千円 

支払利息相当額 1,183千円 

減損損失 -千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

① 有形固定資産のその他は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を10％として

計算した定率法による減価償却費相当額

に簡便的に10/9を乗じた額を各期の減価

償却費相当額とする方法によっておりま

す。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

① 工具器具備品のその他は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を10％として

計算した旧定率法による減価償却費相当

額に簡便的に10/9を乗じた額を各期の減

価償却費相当額とする方法によっており

ます。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

① 工具器具備品のその他は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を10％として

計算した定率法による減価償却費相当額

に簡便的に10/9を乗じた額を各期の減価

償却費相当額とする方法によっておりま

す。 

② 無形固定資産はリース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。 

② ソフトウェアはリース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。 

② ソフトウェアはリース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

── 

  

２.オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

１年内       3,414千円 

１年超       10,005千円 

合計       13,419千円 

 ２.オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

  

１年内       4,934千円 

１年超       11,535千円 

合計       16,469千円 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、関連会社株式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額  △19円62銭

１株当たり中間純利益金額   11円91銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 

１株当たり純資産額 △16円26銭

１株当たり中間純利益金額 13円42銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 

１株当たり純資産額 △29円68銭

１株当たり当期純利益金額 １円86銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 

   
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

中間(当期)純利益 (千円) 259,115 291,951 40,469 

普通株主に帰属しない金

額 
(千円) － － － 

普通株式にかかる中間(当

期)純利益 
(千円) 259,115 291,951 40,469 

期中平均株式数 (千株) 21,752 21,752 21,752 

（内、普通株式） (千株) (16,155) (16,155) (16,155) 

（内、種類株式Ａ） (千株) (5,597) (5,597) (5,597) 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

 第１回新株予約権  第１回新株予約権  第１回新株予約権 

株式の種類 普通株式 

株式の数  1,666,600株 

行使価額     180円 

行使期間 平成17年９月15日より 

     平成27年８月30日まで 

株式の種類 普通株式 

株式の数  1,666,600株 

行使価額     180円 

行使期間 平成17年９月15日より 

     平成27年８月30日まで 

株式の種類 普通株式 

株式の数  1,666,600株 

行使価額     180円 

行使期間 平成17年９月15日より 

     平成27年８月30日まで 

 第２回新株予約権  第２回新株予約権  第２回新株予約権 

株式の種類 普通株式 

株式の数  3,333,300株 

行使価額     180円 

行使期間 平成18年８月31日より 

     平成27年８月30日まで 

株式の種類 普通株式 

株式の数  3,333,300株 

行使価額     180円 

行使期間 平成18年８月31日より 

     平成27年８月30日まで 

株式の種類 普通株式 

株式の数  3,333,300株 

行使価額     180円 

行使期間 平成18年８月31日より 

     平成27年８月30日まで 

 第３回新株予約権  第３回新株予約権  第３回新株予約権 

株式の種類 普通株式 

株式の数  3,333,300株 

行使価額     180円 

行使期間 平成19年８月31日より 

     平成27年８月30日まで 

株式の種類 普通株式 

株式の数  3,333,300株 

行使価額     180円 

行使期間 平成19年８月31日より 

     平成27年８月30日まで 

株式の種類 普通株式 

株式の数  3,333,300株 

行使価額     180円 

行使期間 平成19年８月31日より 

     平成27年８月30日まで 



（重要な後発事象） 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

── ──  当社は、平成19年６月28日開催の第42期定

時株主総会において資本金及び資本準備金の

減少を決議しました。 

１．資本準備金の減少 

 (1)資本準備金の減少の目的  

  資本金減少と資本準備金の取崩しとあわせ

て行うことにより、累積損失を一掃し、当社

財務内容の健全化を図るため  

 (2)資本準備金の減少の要領  

  ①減少する資本準備金の額 

 資本準備金2,311,457千円の全額を取崩

し、繰越損失の補填に充当 

  ②資本準備金の減少の効力発生日 

平成19年７月30日 

２．資本金の減少                      

 (1)資本金の減少の目的                    

  資本金減少と資本準備金の取崩しとあわせ

て行うことにより、累積損失を一掃し、当社

財務内容の健全化を図るため  

 (2)資本金の減少の要領  

  ①減少する資本金の額 

 資本金5,973,418千円を4,973,418千円減資

し、1,000,000千円として繰越損失の補填に

充てる（補填額4,618,484千円）。残余額は

その他資本剰余金とする。 

  ②資本金の減少の方法 

   発行済株式総数を変更しない無償減資  

  ③資本準備金の減少の効力発生日   

平成19年７月30日 

 (3)資本準備金及び資本金の減少の日程 

  ①定時株主総会決議日  

平成19年６月28日  

  ②債権者異議申述期日 

平成19年７月28日  

  ③資本減少の効力発生日  

平成19年７月30日 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第42期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 平成19年６月28日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

 平成19年10月19日近畿財務局長に提出 

 平成19年６月28日関東財務局長に提出した有価証券報告書の訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２５日

株 式 会 社 ハ ナ テ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハナテンの

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ハナテン及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 
  
追記情報 

 「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載されているとおり、会社は平成１８年３月期決算において、経常

損失となっており、財務制限条項における利益維持条項（平成１８年３月期以降各年度の経常損益を赤字としない）に一部未達のた

め、引き続き主要株主及び金融機関等の支援を受ける状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が生じる状況にある。当該状

況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要

な疑義の影響を中間連結財務諸表に反映していない。 
  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木 村 幸 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 村 照 私 

      



独立監査人の中間監査報告書 
 平成19年12月25日 

  

 株式会社ハナテン 

 取締役会 御中 

  

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ハナテンの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ハナテン及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 １． 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲に記載のとおり、会社は資金の範囲を変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

 以上 

  

大阪監査法人 
   

代表社員 
公認会計士 橋 本 義 嗣 

業務執行社員 

代表社員 
公認会計士 加 藤 功 士 

業務執行社員 

代表社員 
公認会計士 池 尻 省 三 

業務執行社員 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２５日

株 式 会 社 ハ ナ テ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハナテンの

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４２期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ハナテンの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載されているとおり、平成１８年３月期決算において、経常損失と

なっており、財務制限条項における利益維持条項（平成１８年３月期以降各年度の経常損益を赤字としない）に一部未達のため、引

き続き主要株主及び金融機関等の支援を受ける状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が生じる状況にある。当該状況に対

する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な疑義の影

響を中間財務諸表に反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木 村 幸 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 村 照 私 

      



 独立監査人の中間監査報告書 
 平成19年12月25日 

  

 株式会社ハナテン 

 取締役会 御中 

  

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ハナテンの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第43期事業年度の中間会計期間（平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間

株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社ハナテンの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

 以上 

  

大阪監査法人 
   

代表社員 
公認会計士 橋 本 義 嗣 

業務執行社員 

代表社員 
公認会計士 加 藤 功 士 

業務執行社員 

代表社員 
公認会計士 池 尻 省 三 

業務執行社員 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 
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